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第 章
序
人の能力を超える規模の仕事をする場合、委任関係が有効となる。委託者は 人または
複数人の受託者に、事前に決められた範囲内での意思決定（選択）をまかせることによっ
て、所期の目的を達成することができる。しかし、一般に委託者の利害と受託者の利害は
一致しないため、委託者は受託者を動機付ける必要がある。動機付けの方法には、受託者
がインプットする努力と報酬を関連付ける方法と、受託者がアウトプットする利得と報酬
を関連付ける方法がある。前者は検査（あるいは監査、調査、考査など）とよばれること
があり、後者は業績評価とよばれることがある。どちらの方法を使うか、あるいは両方法
をどのように併用するかは、委任関係を取り巻く環境条件によって異なろう。環境条件と
しては、努力および利得の観察可能性、検査コスト、業績情報システムの運用コスト、検
査技術の水準、情報システムのノイズ、生産技術の水準、委託者と受託者のリスク態度、
選好および効用、受託者の能力、受託者の資産、受託者市場の留保効用などが考えられる。
たとえば、 は、情報の検証可能性（ ）を、それが当事者だけでなく
（裁判所などの）第三者も観察可能であることと定義したが、検査による動機付けを行うた
めには投入された努力の水準が検証可能である必要があり、業績評価による動機付けを行
うためには産出された利得の水準が検証可能である必要があろう。
本論文の目的は、委託者が受託者を検査によって動機付ける場合において、受託者に自
身が投入した努力水準を自己申告させることの意義を見いだすことである。われわれの身
の回りには、動機付けを目的とした検査機構の一部として、自己申告手続きを取り入れた
ものが数多く存在する。公認会計士による財務諸表監査は、投資家が経営者の経営努力を
動機付けることを目的とした検査機構とみることができる。そこでは、経営者が投入した
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努力水準を財務諸表という表現形式で自己申告させ、その報告の真実性を公認会計士に検
査（監査）させることで、投資家は、経営者自らがすすんで高水準な経営努力を発揮する
よう導いている。金融行政分野における実例として、金融庁による金融検査は、金融監督
当局が金融機関の業務努力を動機付けることを目的とした検査機構とみることができる。
そこでは、金融機関が投入した努力水準を融資先企業に対する債権の分類 という表現形
式で自己申告させ、その報告の真実性を金融庁の検査官に検査させることで、金融監督当
局は、金融機関自らがすすんで高水準な業務努力を発揮するよう導いている。アメリカに
おける自己環境監査報告と環境保護当局による検査は、環境保護当局が企業の汚染低減努
力を動機付けることを目的とした検査機構とみることができる。そこでは、企業が排出し
ている有毒あるいは有害物質を自己監査報告書という表現形式で自己申告させ、その報告
の真実性を環境保護当局の検査員に検査させることで、環境保護当局は、企業自らがすす
んで高水準な汚染低減努力を発揮するよう導いている。刑法においては、犯罪を犯した者
に対して自首を認めている。自首した者に対しては罰が軽減されるのが通常である。自首
を犯行事実の自己申告ととらえれば、司法当局は、自己申告手続きを伴う検査機構によっ
て、個人が自主的に犯行を思いとどまる努力を発揮することを期待しているものと考える
ことができる。
このように、社会の随所で自己申告手続きを組み込んだ検査機構が動機付けの手段とし
て利用されているため、自己申告手続きには、（ ）検査による動機付けの効率を高め、あ
るいは（ ）動機付けにおける主要な制限を弛めることのできる、本質的（ ）な性
質が内包されているのではないかと直感される。本論文は、この直感に端を発し、経済モ
デルの分析を通じて動機付けにおける自己申告の意義を見いだそうとするものである。
本論文のこれ以降の内容を概観すると次のようになる。第 章では、動機付け機構の性質
を分析した研究をレビューし、特に本論文と直接的な関係のあるものに関しては、詳細な
検討を加えた後、本論文の位置付けと方針および限定事項を示す。第 章では、自己申告の
意義を考察するための経済モデルを設定する。第 章では、次章以降に行われる分析のベン
融資先企業の資金返済能力（経営状態、返済状況、回収可能性など）を判断し、債権を正常先、要注意先、要
管理先、破綻懸念先などの区分に分類すること。
鳥羽 は、監査の主題が言明である場合の監査を表現の監査（あるいは情報監査）、監査の主題が人間の行
為である場合の監査を行為の監査（あるいは実態監査）と定義したうえで、前者は後者の「発展型」であり、よ
り強固な認識の枠組を有しているために、前者によれば、監査人はその役割をより確実に遂行できるとしている。
ここで、前者を自己申告のある検査機構、後者を自己申告のない検査機構と考えれば、本論文は、鳥羽 の結
論を、経済モデルの分析という手法によって裏付けようとするものとみることもできる。
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チマークとするため、上記モデルのうち、自己申告手続きがないという特殊ケースの挙動
を分析する。第 章では、自己申告手続きのある場合の均衡を求め、その挙動を分析する。
第 章では、先行する二つの章で得られた結果を比較・検討することで、動機付けにおける
自己申告の意義を述べる。第 章では、得られた結果を数値によって例証する。第 章では、
自己申告の意義を、より一般的な状況で考察するためには、今後どうモデルを拡張する必
要があるかを検討する。最後に、第 章において本論文の結論を述べる。
第 章
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本章では、前掲の目的と関連のある先行研究についてその概要を記述したあと、本論文
の位置付けと方針および限定事項を述べる。
経済モデルを用いて動機付けの問題を明示的に取り扱った初期の文献である
や は、不完全情報下においてエイジェントを動機付ける必要があ
る場合の均衡解の性質をエイジェントのリスク態度と関連させながら分析している。ただ
し、これらの論文では検査コストは無視できるものと仮定されていた。 は、
エイジェンシー理論において検査のためのコストを考慮する必要のある状況をモデル化し
た。その後、 、 、 、 などによって、
検査コストを明示的に考慮したうえで、エイジェントが複数存在する状況やプリンシパル
とエイジェントの他にスーパバイザー が存在する状況の分析が行われた。これらの文献
においては、エイジェント同士、エイジェントとスーパバイザー、スーパバイザーとプリ
ンシパル、プリンシパルとエイジェントの結託の可能性を考慮したうえでの動機付けが考
察されており、自分以外のプレーヤー同士の結託がプリンシパルにとって必ずしも不利に
ならないことや、プリンシパルが結託を利用して期待効用を高めるための条件などが示さ
れている。佐藤 は、利得がエイジェントの行動と環境状態だけでなく、説明不能なラ
ンダムな攪乱要因によって不確実に変動する状況を想定し、両プレーヤーが環境情報を事
前あるいは事後に入手する場合の均衡解を導き、その性質を調べた。 は、
エイジェントの実績に応じて検査技術に対する投資を変更できる状況をモデル化し、実績
が悪いほどエイジェントの行動に対する検査技術への投資が大きくなり、検査の正確性が
スーパバイザーの利害は、エイジェントともプリンシパルとも異なるということを前提としている。
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増すことを示した。鈴木 は、エイジェントの努力が抜き取り法式で検査される状況を
モデル化し、エイジェントを動機付けるには一定の水準以上の検査技術が要求されること、
検査技術が向上すると検査の頻度を減らすことが可能となり、同時にプリンシパルの期待
効用も増大することを示した。 は、検査による動機付けにおいて、プリンシパ
ルの検査技術を明示的に組み込んだモデルにおいて、純粋戦略空間と混合戦略空間におけ
る均衡解をそれぞれ求めた。そして、両均衡解における報酬体系と期待効用が異なること
を示したうえで、混合戦略均衡においてはプリンシパルの検査技術に一定の閾値が存在し、
それを超えない限りエイジェントにレントの取得を許し、プリンシパルの期待効用が技術
水準に応じて低くならざるを得ないことを示した。 は、環境保護の分野における
規制当局（プリンシパル）と企業（エイジェント）の問題を分析するにあたって、エイジェ
ントからの自己申告を前提にする場合の検査をモデル化し、自己申告によってプリンシパ
ルの検査頻度を減らすことが可能であること、罰金の徴収コストが無視できる場合には自
己申告はプリンシパルの期待コストを低減させる効果を持つことを示した。
は、犯罪防止の分野における防犯当局（プリンシパル）と個人（エイジェント）
の問題を分析するにあたって、エイジェントの自己申告（自首）と検査（捜査）の関係をモ
デル化し、自己申告は社会的便益を増大させる効果を持つことを示した。
は、プリンシパルがエイジェントに対して有限責任を保証しなければならない状況を表現
したモデルの分析によって、たとえエイジェントがリスク中立的であったとしても資産制
約を明示的に考慮する必要があるならば、一般的にファーストベストが均衡解とならない
ことを示した。
自己申告の意義を問うという意味から本論文と同様な目的をもつ文献は、 およ
び であるが、前者は環境保護の観点から後者は犯罪防止の観点か
ら、いずれも規制当局による企業や個人の取り締まりをモデル化したものである。したがっ
て、社会的に有害な選択（活動）そのものに対する罰金あるいは過料、虚偽の自己申告に
対する罰金などの最適な金額を求めることが重要な目的の一つとなっている。しかしなが
ら、一般的な委託関係においては、（これら文献のように）エイジェントからプリンシパル
への支払いが制限されるだけでなく、検査の結果がどのようなものであろうとも、一定額
以上の報酬がエイジェントに支払われることを要請される場合が多い。たとえば、株主を
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プリンシパル、経営者をエイジェントとして、株主が経営者の自主的努力を引き出すため
に経営者の自己申告を株主（またはその代理人）が検査する状況や、経営者をプリンシパ
ル、管理者をエイジェントとして、経営者が管理者の自主的努力を引き出すために管理者
の自己申告を経営者（またはその代理人）が検査する状況を考えれば、検査結果にかかわ
らず非負の報酬がエイジェントに支払われることを保証するのは自然な設定と思われる。
筆者は、自己申告手続きを導入している検査実務に共通の性質を観察するに、検査する
側（プリンシパル）の検査資源が稀少であるという共通点があるように直感する。そこで、
自己申告の意義を調べるには、プリンシパルの検査資源制約を明示的に導入したモデルの
分析が是非とも必要であるように思われる。ところが、上記のいずれの文献においても、
このような制約が考慮されていない。
において設定されている検査技術は、（ ）エイジェントの選択を正しく識別す
るか、（ ）エイジェントの選択を誤って識別するかのいずれかである。しかしながら、これ
は情報システムのような機械的な測定メカニズムのモデル化にはふさわしいが、人間よっ
て直接執行される検査行為のモデル化においては、むしろ のように、（ ）エイ
ジェントの選択を正しく識別するか、（ ）エイジェントの選択に関して何も識別できない
かのいずれかである、と設定するほうが自然に思える。なお、 に
おいては、検査技術が完全であるとしているため、検査技術と検査頻度の関係や検査技術
とプリンシパルの期待効用の関係などが全く論じられていない。
においては、エイジェントの任意の努力水準においてプリンシパルの期待コス
トを最小にするような検査機構においては、自己申告が有効であることを明確に示してい
るものの、プリンシパルにとっての最終目標である、社会的便益を最大にするような最適
な努力水準を実現させるような検査機構においては自己申告手続きが有効であるか否かに
ついての明確な結論が必ずしも得られていないように思われる。少なくとも、自己申告手
続きが有効になるための明確な条件を提示できていないと思われるが、社会の随所で自己
申告手続きが利用されている現状を説明するためには、最適な努力水準における検査機構
に関して、もっと明快な結論が得られてもおかしくないのではないかと筆者は感じている。
本論文では、自己申告手続きを含んだ検査機構に関する先行研究について、筆者が問題
点と感じている上記の各事項に対して、何らかの解答（あるいはその端緒）を見いだすこ
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とを試みる。方針としては、 のモデルをベースとしながら、そこには含まれて
いなかった自己申告手続きを明示的に導入し、均衡解の性質を調べることで上記の課題に
取り組む。本論文のモデルの特徴は次のとおりである。少ない報酬で受託者から大きな努
力を引き出そうとする委託者と、少ない私的コストで委託者から大きな報酬を引き出そう
とする受託者の関係を、エイジェンシーモデルにおけるプリンシパルとエイジェントの同
時手番ゲームとしてとらえる。プリンシパルの戦略は「努力の有無の検査」の確率分布、エ
イジェントの戦略は「努力」と「真実報告」の確率分布とする。自己申告手続き導入の特徴
は、「努力せず、かつ、これを正直に報告する」という選択肢が可能なことであると考え、
この点が強調されるようにモデルを設定した。具体的には、怠惰を告白するつもりのエイ
ジェントは、怠惰であった証跡を粉飾するインセンティブを持たないであろうから、その場
合、プリンシパルはより簡易（低コスト）な検査で正確な結果を得ることができるとした。
このように、怠惰を告白するという選択肢の存在を通じて均衡における検査コストの節約
が可能となり、これが自己申告手続き導入の意義となるのではないかと期待するのである。
モデルにおける主な限定事項は以下のとおりである。第一に、 、 、お
よび と同様に、プレーヤーのリスク態度をリスク中立と仮定する。
第二に、プリンシパルは、検査を執行するためにスーパバイザーを雇うことはしない。す
なわち、彼女は、検査に関する意思決定と執行の双方を行うものとする。 第三に、プリ
ンシパルとエイジェントによるゲームは、同時手番ゲームとしてモデル化される。第四に、
と同様に、プリンシパルが用いる検査技術および検査コストは、ともに独立の
外生変数であり、両者の間には関数関係を想定しないものとする。第五に、プリンシパル
からエイジェントへの報酬の支払いには、コストがかからないものとする。第六に、エイ
ジェントが自分の決定変数に無差別である場合には、プリンシパルに最も有利な選択を行
うものとする。 第七に、プリンシパルとエイジェントは、ともに正確な計算能力を持つ
合理的な個人であり、所与の情報すべてを使って意思決定に必要な計算を正しく行うこと
ができるものと仮定する。
これは、正直（ ）なスーパバイザーを雇ったと考えることと同じである。
エイジェントは、プリンシパルに対して嫉妬しないという仮定であるともいえる。
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本章では、自己申告の意義を明らかにするための経済モデルを設定する。プレーヤーは
プリンシパルとエイジェントの二人とし、この二人による非定和・非協力・完備・同時手
番ゲームとして状況をモデル化する。両者の戦略空間は混合戦略空間とする。両者はリス
ク中立的であり、 の期待効用仮説にしたがって行動する。プリ
ンシパルの効用関数はエイジェントが産出する利得を独立変数として 、エイジェ
ントの効用関数はプリンシパルが支払う報酬を独立変数として と表される。労働
市場は競争的であり、エイジェントの留保効用は である。エイジェントはプリンシパル
から努力の行使を要求され、努力する場合にはコスト （ ）を負担する。エイジェント
は提示された報酬体系に基づいて、努力する確率 を選択する。努力はプリンシパルから
は観察することができない。努力と環境状態の結合結果として産出される利得（将来キャッ
シュフローなど）を とする。利得 は将来において実現し、当期にその値を知ることは
できないから、契約変数にならない。 エイジェントが努力しない場合は確実に と
なり、努力する場合は、確率 （ ）で （ より大なる固定値）となるが、確
率 で となる。
エイジェントはリスク中立的だからリスク負担に関心がなく、したがって、彼にすべて
のリスクを負担させる報酬契約によってプリンシパルは努力を引き出すことができる。こ
のとき、プリンシパルとエイジェントの期待効用の和は となり、社会的なファース
トベストが達成される。ところが、このような契約は、「企業がエイジェントである経営者
会計情報システムを用いることで、利得 の代理変数である業績シグナル（すなわち利益） の値を当期
に知ることができる場合については、鈴木 が、情報システムのノイズの程度との関連においてエイジェント
の動機付けの有効性を調べている。
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によって運営されている場合ならば、これは経営者が企業を買収してすべての利潤を享受
しすべての損失を自ら被る状況とほとんど同じ」（ 邦訳 ）
であるため、資金や能力が必ずしも十分でないエイジェントにとって現実的ではない。 だ
とすれば、プリンシパルは別の方法でエイジェントを動機付ける必要がある。ここでは、
エイジェントの努力というインプットを、自己申告と検査を通じて得た結果を報酬に関連
付けて動機付けを行う状況を想定する。
エイジェントはプリンシパルから、実際に努力を行使したか否かの自己申告を要求され
る。報告にあたってエイジェントに私的コストは発生しない。エイジェントは、提示された
報酬体系に基づいて報告する内容を選択する。具体的には、努力する場合には必ず「努力
した」と真実を報告し、努力しない場合には確率 で「努力しなかった」と真実を、確
率 で「努力した」と虚偽を報告する。プリンシパルはエイジェントからの報告に先だっ
て検査を行うか否かを選択する。具体的には、確率 で検査を行うことを、確率 で
検査を行わないことを選択する。エイジェントが努力せずこれを正直に報告する場合は検
査のコストはゼロであるが、そうでない場合は正の検査コスト がかかる。 検査が行わ
れなければ努力の有無は不明である。検査が行われた場合には、エイジェントが努力をせ
ずにこれを正直に報告するならば必ず努力の不在が検出されるが、そうでなければプリン
シパルの検査技術の水準に応じて努力の有無の識別可能性が異なる。具体的には、検査技
術の水準が のとき確率 で努力の有無の識別に成功し、確率 で努力
の有無は依然として不明である。 努力の有無の識別に成功した場合、それは客観的な証
拠となる。この証拠はプリンシパルの私的情報であるが、それが開示されれば第三者から
検証可能となる。検証手続きそのものは検証不能であるため、両プレーヤーとも、プリン
シパルが検査したか否か、努力水準が検出されたか否か、を立証できない。
プリンシパルは、あらかじめ提示した報酬体系に基づき、報告と検査結果にしたがって
エイジェントに報酬 を支払う。具体的には以下のようになる。 ：努
力しなかったという報告があった場合の報酬。 ：努力したという報告があり、それが
エイジェントの資金が十分でないことを考慮するということは、エイジェントの有限責任制約を明示的にモ
デル化するということであり、 および などにおいても、この条件がモデルに組み込
まれている。
怠惰を告白する場合には、エイジェントは検査される現場を「あたかも努力したかのように」あえて粉飾し
ようとはしないため、プリンシパルはきわめて容易に努力の不在を確かめることができる、という考え方をモデ
ル化したものである。なお、ここまでの設定で、ゲームにおけるエイジェントの戦略は 、プリンシパルの
戦略は といえる。
鈴木 においては、 という特殊ケースに関する均衡の性質が詳細に調べられている。
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虚偽と判明した場合の報酬。 ：努力したという報告があり、その真偽が不明の場合の
報酬。 ：努力したという報告があり、それが真実と判明した場合の報酬。以上の設定
はプリンシパルとエイジェントの共有知識である。 このとき、エイジェントの期待効用
は次のようになる。
また、プリンシパルの期待効用 は次のようになる。
エイジェントが自己の決定変数である努力確率 を変化させることで、自己の期待効用
はどのように変化するだろうか。 を で偏微分すると
となるが、（これを多項式展開したとき）第 項が非負であるのに対して第 項は非
正であるから、この段階では（条件不足のため） が の増加関数か減少関数かを特定
することはできない。仮に
という条件が成立するならば、 は の増加関数になり、したがって、エイジェント
にとって を選択するのが（ を最大にするから）最も好ましい。逆に、
という条件が成立するならば、
は の減少関数になり、したがって、エイジェントにとって を選択するのが最
ゲームのルールすべてが必ずしも共有知識でない場合については、プリンシパルの が共有知識でなく、こ
れをエイジェントが過小評価あるいは過大評価する場合の均衡の性質を鈴木 が調べている。なお、ゲームの
利得（期待効用）行列については図 を参照のこと。
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も好ましい。そして、
のとき、 は によらない一定値をとるから、エイジェントは自己の決定変数 に対
して無差別（無関心）となる。便宜上、 式をα無差別条件とよぶことにする。以上の
考え方にしたがって、プリンシパルの決定変数である検査確率 を所与として、エイジェ
ントが をどのように選択するかを、 をパラメータとして起こりうるケースを場合分
けして調べた結果を付録 に示す。
同様に、エイジェントが自己の決定変数である偽証確率 を変化させることで、期待効
用 がどのように変化するかをみてみよう。 を で偏微分すると
となるが、第 項が非負であるのに対して第 項は非正であるから、やはり、この段階では
が の増加関数か減少関数かを特定することはできない。仮に
という条件が成立するならば、 は の増加関数になり、したがって、エイジェ
ントにとって を選択するのが最も好ましい。逆に、
という条件が成立するならば、 は の減少関数になり、したがって、エイジェントに
とって を選択するのが最も好ましい。そして、
のとき、 は によらない一定値をとるから、エイジェントは自己の決定変数 に対
して無差別となる。
なお、偽証確率 に関しては、 式だけでなく、 すなわち、 もエ
イジェントが に対して無差別となる条件であるという特徴がある。便宜上、前者をνで
のβ無差別条件、後者をαでのβ無差別条件とよぶことにしよう。 いま（何らかの理由
で）エイジェントが を選択するならば、すなわち、必ず（確率 で）努力をする場
前者は 式に示すように について整理され、後者は と について整理されるという意味で、こ
のようによぶことにした。
第 章 モデル
合には、αでのβ無差別条件から彼は に無差別となることがわかるが、これは、もとも
と が 「努力をしない」場合についてのみ定義された決定変数だからである。νでのβ
無差別条件は、プリンシパルが という四つのパラメータを調整することで
直接操作することが可能だが、αでのβ無差別条件 に関しては、プリンシパルが直
接操作することができる性質のものではないという相違がある。
νでのβ無差別条件を変形すると
となるから、任意の報酬体系に対して 式のように を設定すれば、エイジェントを偽
証確率 に対して無差別にすることができる。実際、 式を 式に代入すると、
となり、もはや の構成要素に が含まれておらず、したがってエイジェントの期待効
用が に依存しないことが確かめられる。ここで、 は検査確率であるから、
を満たしていなくてはならない。この式の前半から
が得られるから、 νでのβ無差別条件を成立させるためには、努力の有無が不明な場合
の報酬を、エイジェントが怠惰を謝罪した場合の報酬よりも大きくする必要のあることが
わかる。一方、 式の後半からは
が得られるが、 は検出確率であるから を満たしていなければならず、した
がって、 式が成立するためには
等号は のときにのみ成り立つ。
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すなわち、 である必要のあることがわかる。この式の前半は
式によってすでに満たされている。式の後半は と変形され、これは、ペナルティ
は、怠惰を謝罪したときの報酬よりも厳しく（低く）設定する必要のあることを表してい
る。以上の考え方にしたがって、νでのβ無差別条件を前提とした場合に、プリンシパル
の決定変数である を所与として、エイジェントが をどのように選択するかを調べた結
果を付録 に示す。
式が成立していることを前提として、さらに議論をすすめよう。 式は、検査
技術 の下限が であることを表しているが、
だから、ペナルティ を甘く（高く）設定すると、下限 が大きくなり、高度な検査技
術を持ったプリンシパルでないとνでのβ無差別条件を成立させられなくなる。 すなわ
ち、高度な検査技術を持つプリンシパルに較べて検査技術の水準が低いプリンシパルは、
エイジェントの虚偽報告が露呈した場合に、より厳しい態度をとる（ペナルティを厳しく
する）必要があることを示している。さらに、同様にして、 となるか
ら、（他の条件を一定として） を高く設定すると下限 が低くなり、検査技術が低く
てもνでのβ無差別条件を成立させることが可能となる。すなわち、検査技術の水準の低
いプリンシパルは、エイジェントが怠惰を謝罪した場合に、より温情的である（報酬を高
く設定する）必要があることを示している。同様にして、 となるか
ら、 を高く設定すると下限 が高くなり、高度な検査技術を持っていないとνでのβ
無差別条件を成立させられなくなる。すなわち、高度な検査技術を持つプリンシパルに較
べて検査技術の水準が低いプリンシパルは、エイジェントの努力の有無が不明である場合
に、より厳しい態度をとらざるを得ない（報酬を低めざるを得ない）ことを示している。
ここで、これまでの考察の応用として、νでのβ無差別条件を満たしつつ下限 を変化
させることなく、ペナルティ を（何らかの理由で）より厳しくする必要が生じた場合、
怠惰を謝罪した場合の報酬をどのように調整すればよいかを考えてみよう。 下限 の全
もちろん、 式は偏微分であるから他の条件は一定、すなわち と は一定であることを前提とし
た場合の話である。
ここでは、 の値は変更せず、 だけを調整する場合を想定する。
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図 ペナルティに対する謝罪報酬の限界代替率
微分をとれば
となる。いま、 の変化に対して下限 が不変であったとすれば
となるから、 式と 式から、 で測った の限界代替率 は
となり、さらに
となる。したがって、下限 を一定に保ちながらペナルティをより厳しく
設定しようとするならば、怠惰を謝罪したときの対応（報酬）は、より厳しく（低く）せ
ざるを得ず、しかもその程度（絶対値）は、現在のペナルティの水準が低い（厳しい）ほ
ど大きくしなければならないということがわかる。このようすを図で表すと図 のように
なる。
これまでの議論によって、エイジェントを偽証確率 に関して無差別にする条件から検
査確率 に関する知見が得られたように、エイジェントを努力確率 に関して無差別にす
は、 （限界代替率）の頭文字をとっている。
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る条件からも検査確率 に関する知見を得ることができる。期待効用 が に関して
無差別となる条件 式を変形すると、
となるから、検査確率 は
となる。実際、 式を 式に代入すると、
となり、もはや の構成要素に が含まれておらず、したがってエイジェントの期待効用
が に依存しないことが確かめられる。 式の右辺にはエイジェントの決定変数である
が含まれているため、プリンシパルにとってνでのβ無差別条件から導かれた関係式
式ほど直接的な操作可能性はないようにみえる。この式単体では確かにその通りなのである
が、エイジェントを と の二つの決定変数に対して同時に無差別にする場合を考えてみる
と、 式と 式から、両者の を等しいとおけば、
となり、これを分母を払って整理することで
したがって、プリンシパルにとって直接操作可能な関係
が得られる。すなわち、エイジェントを努力確率と偽証確率に関して同時に無差別にする
ためには、少なくとも 式の関係が成り立つように を設定する必要
があることを示している。実際、 式、 式、 式の、あるいは、 式、
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式、 式の三元一次連立方程式を解くことによって、エイジェントの決定変数 およ
び に関して無差別な期待効用
が得られる。
次に、プリンシパルが自己の決定変数である検査確率 を変化させることで、自己の期
待効用 がどのように変化するかをみてみよう。 を で偏微分すると
となるが、第 項が非負であるのに対して第 項は非正であるから、やはり、この段階で
は が の増加関数か減少関数かを特定することはできない。仮に
という条件が成立するならば、 は の増加関数
になり、したがって、プリンシパルにとって を選択するのが最も好ましい。逆に、
という条件が成立するならば、
は の減少関数になり、したがって、エイジェントにとってできるだけ小さな を選択す
ることが最も好ましい。そして、
のとき、 は によらない一定値をとるから、プリンシパルは自己の決定変数 に対し
て無差別となる。 式をν無差別条件とよぶことにする。以上の考え方にしたがって、
エイジェントの決定変数である を所与として、プリンシパルが をどのように選択する
かを、 をパラメータとして起こりうるケースを場合分けして調べた結果を付録 に示す。
また、これとは逆に、エイジェントの決定変数である を所与として、プリンシパルが
をどのように選択するかを、 をパラメータとして起こりうるケースを場合分けして調べ
た結果を付録 に示す。
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式を変形すると
という関係が得られるが、これは、エイジェントが、プリンシパルから提示された報酬体
系と共有知識 に基づいて 式の右辺を計算し、これと左辺が等しくなるように
を選択するならば、プリンシパルの期待効用 を検査確率 に対して無差別にで
きることを意味している。実際、 式を 式に代入すると、
となり、もはや の構成要素に が含まれておらず、したがってプリンシパルの期待効
用が に依存しないことが確かめられる。
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自己申告がどのような意義を持つかを明らかにするためには、自己申告の有無によって
プリンシパルの期待効用がどのように変化するかを知る必要がある。本章では、そのため
の準備として、自己申告がない場合のプリンシパルの期待効用について考察する。自己申
告がない場合、前章に記述されているモデルからの変更点は以下のとおりである。エイジェ
ントによる努力水準の報告 という手続きがなくなり、これに対して、プリンシパルは一
律に確率 で検査を行うことになる。エイジェントに謝罪の機会が与えられないので、報
酬体系は が削除されて となる。具体的には以下のようになる。 ：
努力しなかったことが判明した場合の報酬。 ：努力の有無が不明の場合の報酬。 ：
努力したことが判明した場合の報酬。このとき、エイジェントとプリンシパルの期待効用
は、それぞれ次のようになる。
これらは、自己申告のある場合の期待効用である 式および 式において とし
た場合に一致する。
この期待効用から、両者の最適反応を求めることができる。まず、検査確率 を所与と
した場合のエイジェントの最適反応を求めよう。
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となるから、エイジェントの最適反応は、
の場合は の係数が負となるから
の場合は の係数がゼロとなるから の任意の値
すなわち、 は に対して無差別
の場合は の係数が正となるから
となる。一方、プリンシパルの期待効用に関して、
となるから、プリンシパルの最適反応は、
の場合は の係数が正となるから
の場合は の係数がゼロとなるから の任意の値
すなわち、 は に対して無差別
の場合は の係数が負となるから
となる。 したがって、両者の最適反応曲線は図 のようになり、
において均衡が達成される。均衡点における期待効用を計算してみよう。エイジェントに
関しては
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図 自己申告のない場合の最適反応曲線
となり、プリンシパルに関しては
となる。両者とも、自己の期待効用における自己の決定変数の係数がゼロとなっているか
ら、エイジェントは に関してプリンシパルは に関して、それぞれ無差別であることが
確かめられる。
この均衡から、次の制約条件を満たすような、より現実的な均衡を順次抽出していこう。
（ ）エイジェントの参加条件、（ ）エイジェントの有限責任条件、（ ）プリンシパルの検
査資源制約、（ ）プリンシパルが検査結果を隠蔽しない条件。エイジェントの参加条件は、
留保効用 を用いて 、エイジェントの有限責任条件は、ペナルティ の最低
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基準値（下限値）を として と表現される。まず、この二つの条件が課された
とき、付録 の考察から次の補題が成り立つ。
補題 自己申告がない場合、プリンシパルは
という報酬体系を提示することにより、均衡
を実現し、エイジェントに の留保効用と のペナルティの最低基準値を保証する最大
の期待効用 を得る。
図 期待効用が最大となるときの最適反応
このときの両プレーヤーの最適反応曲線は図 のようになる。これは、図 の特殊ケー
スである。この均衡の性質をいくつか調べてみよう。まず、 が の陽関数として記述さ
れたので、 を満たして均衡を成立させる の範囲を求めることができる。
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式から
とすると、式の前半から と
なるが、これが の符号にかかわらず恒等的に成立することは明ら
かだから、すべての についてこの関係が成立する。次に 式の後半から、
となるが、左辺の根号をはず
すために
と変形しよう。左辺が正であれば両辺の大小関係は両辺の自乗の大小関係と等しい。そこ
で、左辺が正となる条件を求めると、
となる。この前提で 式の両辺を自乗すると、
となり、これを整理して
を得る。この関係が「均衡を成立させる の範囲を表している」といえるためには、
式が 式と矛盾していないことを確かめる必要がある。
となるから、両式に矛盾はなく、
が均衡を成立させる の範囲であることが明らかとなった。
式を満たす検査技術を利用可能なプリンシパルの期待効用は、より高い水準の を
利用することでどのように変化するかを調べよう。 式を で偏微分すると
となるが、右辺分子の の符号
によって左辺の符号が変わる可能性がある。 の場合は常に右辺分子
は正となるから、左辺も正となる。 の場合には考察を要する。も
しも の絶対値が よりも小さければ右辺
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分子は正となるので、これを確かめてみよう。仮に
が成り立つとすると、両辺は非負であるからこの大小関係は両辺を自乗しても変わらない。
そこで両辺を自乗すると、 。
これを整理すると となる。これは恒等式であるから、確かに 式が
成り立ち、したがって、すべての について となる。これで、より高
度な を利用すればプリンシパルの期待効用が高まるという直感がモデル分析によって裏
付けられた。より高度な検査技術を利用するとき、検査確率 はどのように変化するだろ
うか。 式を で偏微分すると となるが、
上記と同様の考察によって、すべての において であることがわかる。以上から、
なる の領域において、より高度な検査技術を用いることで、プリン
シパルは検査確率を減らしながら期待効用を改善できることが確認された。
上記で明らかになったように、プリンシパルは、より高度な検査技術を用いることで検
査確率を減らすことができる。しかし、高度技術の利用が困難で、しかも検査資源上の制約
のために高い検査確率も選択できない場合には、（おそらくは期待効用の減少は覚悟しつつ
も）達成可能な別種の均衡にエイジェントを導く方法を考える必要がある。そこで、プリ
ンシパルの検査資源制約をモデルに組み込み、より現実的な状況でのモデル分析を試みる。
検査資源上の制約のために検査確率を とせざるを得ない場合を想定しよう。 こ
のとき、プリンシパルは を均衡とするような報酬体系を提示できるだろうか。先に
導いた均衡においては、プリンシパルはすべての自由度を使い果たしているため、さらに新
たな条件による均衡の絞り込みは不可能であろう。実際、この均衡を導いた条件
および、
に対して、新たな検査資源制約 を追加した場合、プリンシパルを努力確率に対して無
差別にする条件 と、プリンシパルを検査確率に対して無差別にする条件
たとえば、検査対象となるエイジェントが ユニット存在するのに対して、プリンシパルが持ち合わ
せている検査資源（検査員など）が ユニットしかない（と解釈できる）ような状況をイメージしてもよい
だろう。
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を満たすような均衡解が存在しないことを確かめることができる。この事情は、検査資源
制約を一般化して、 なる実数 に対して としても変わらない。そこで、プ
リンシパルの期待効用を最大化するための条件である 式を断念して、参加条件と有
限責任条件を前提として検査資源制約を導入することにしよう。エイジェントが に無差
別になるのは、図 で示したように、
のときであり、プリンシパルが に無差別になるのは
のときであった。検査資源制約から、プリンシパルが
に設定したとしよう。 の値はプリンシパルの私的な情報と仮定する。 式、
式、および有限責任条件 式を連立して解を求めると
となる。参加条件が制約的な場合、 であったから、これに 式を
代入して
を得る。 式と 式から努力確率 は
と求まり、プリンシパルの期待効用は
と求まる。
この均衡は、プリンシパル自らの検査資源制約の上限が検査確率と等しくなるように設
計されているので、必然的に は満たされる。一方、努力確率 は の陽関数と
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して記述されているので、 を満たして均衡を成立させる の範囲を求めること
ができる。 式から、
とすると、式の前半から となり、
を得る。次に、 式の後半から
となり、 を得る。したがっ
て、 となって均衡が成立する の範囲は、
であることがわかる。
この均衡においては、より高度な検査技術の利用によって、プリンシパルの期待効用は
どのように改善されるだろうか。 の一階および二階の偏微分を計算すると
となるから、期待効用は の向上に
ともなって逓増的に増加する。ところで、この均衡における の水準は、先に導いた
検査資源制約のない場合の よりも低いことが予想されるが、このことを実際に確か
めておこう。均衡が成立する最大の は であるが、これを について解けば
となる。この を 式に代入して整理すれ
ば、 と
なり、検査資源制約のない場合の期待効用に一致する。 は の増加関数であったか
ら、 において検査資源制約のない場合の期待効用の水準を超えることはない
ことが示された。
ここで、 式の前半部分を便宜上「左条件」、同様に後半部分を「右条件」とよぶこ
とにすると、 に対して、付
録 の考察から次の補題が成り立つ。
補題 自己申告がなく検査資源制約がある場合、プリンシパルが検査結果を隠蔽しない
ことが外生的に保証されているならば、所与の に対して、 式を満たし均衡を達成
できる の範囲は図 のようになる。
最左辺が最右辺よりも小さいことは から
わかる。
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図 と
ここで、本モデルのように検査の結果によって報酬額が異なり得る報酬体系の場合には、
プリンシパルが検査の結果を隠蔽する可能性があることに注意しておかなければならない。
というのは、もし となっていると、検査によって努力したことが判明しているに
もかかわらず、結果が不明であるという虚偽を主張するインセンティブがプリンシパルに
生じるからである。 このような可能性があれば、エイジェントはプリンシパルの提示す
る報酬契約を信頼できなくなるから、これを受け入れないであろう。しかし、そうなって
はプリンシパルも不利になるので、契約を成立させるために、信頼性を担保することが必
要となる。それには、結果が不明だった場合の報酬（ ）が、努力したことが判明した場
合の報酬（ ）以上、すなわち、
である必要がある。 付録 では、 式を考慮することにより、図 の各 の領域
において存在し得る の範囲が、どのような追加的制約を受けるかを調べている。その結
このように、エイジェントおよびプリンシパルの双方にモラルハザードが生じる状況は、ダブルモラルハザー
ド（ ）とよばれる。
この条件を、 条件とよぶことにしよう。
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果、次の補題が成り立つ。
補題 図 のすべての の領域において、プリンシパルが検査結果を隠蔽しない条件
を満たす が存在する。
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前章では、自己申告のない場合にプリンシパルはどのような均衡を達成することがでる
かを考察し、各均衡における期待効用の性質を調べた。本章では、前章での考察結果をベ
ンチマークとしながら、自己申告のある場合に達成可能な均衡の存在とその性質を調べ、
自己申告手続きの意義を明らかにすることを目的とする。はじめにνでのβ無差別条件を
含む均衡を考察し、次にαでのβ無差別条件を含む均衡を考察する。
エイジェントが自己の努力確率 に対して無差別になる条件は で与えられ、
具体的には、 式に示したように と表現された。そして、こ
のときの期待効用 は 式のようになり、 は含まないが、エイジェントのもう
一方の決定変数である偽証確率 を残した形で表現された。エイジェントが自己の偽証確
率 に対して無差別になる条件は で与えられ、具体的にはαでのβ無差別条件
あるいは、 式に示したように、νでのβ無差別条件 として表現
された。ここでは、後者によって を に対して無差別にする場合を考えよう。
νでのβ無差別条件が満たされて が に対して無差別になった場合、 は
式のようになり、努力確率 を残した形で表現された。そこで、エイジェントの期待効
用が と に対して同時に無差別となる場合を考えると、その値は 式となり、
も も含まない形で表現することができた。一方、プリンシパルが自己の検査確率 に
対して無差別になる条件は で与えられ、具体的には、 式に示したように、
と表現された。そして、このときの期待効用 は 式のよう
になり、 を含まずに、エイジェントの決定変数である を残した形で表現された。
エイジェントの期待効用が と に対して無差別となると同時に、プリンシパルの期待
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効用も に対して無差別となる場合を考えよう。 が に対して無差別になる条件
式、 に対して無差別になる条件（νでのβ無差別条件）である 式、 が に対
して無差別になる条件 式を連立させて解くと、エイジェントとプリンシパルの期待効
用は、それぞれ および とな
る。ただし、報酬には 、プレーヤーの決定変数には
および という関係がある。
前章と同様に、四つの制約条件を考慮した、より現実的な均衡を考察する。いま、エイ
ジェントの参加条件 が等式で満たされている場合を考え、その条件のもとに上
記の方程式系を解くと、エイジェントとプリンシパルの期待効用は、それぞれ
および となる。報酬には お
よび 、プレーヤーの決定変数には および
という関係がある。
さらに、エイジェントの有限責任条件を導入し、モデルをもう一歩現実に近づける。エ
イジェントの怠惰が検査によって露呈した場合のペナルティ に下限 が設定された
とすると、有限責任条件は
と記述される。いま、 式が等号で満たされている場合を考え、その条件のもとで上記の方
程式系を解くと、
という報酬体系において、エイジェントの期待効用 および、プリンシパルの期待
効用
が得られる。そして、プレーヤーの決定
変数には
議論を少々先取りするならば、これらは図 における が満たすべき条件を与えている。
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という関係がある。
式は、プリンシパルの決定変数 がエイジェントの決定変数である および と
ある一定の関係を持つべきことを要求している。あるいは、この関係を維持する限り、プ
リンシパルには任意の を選択する余地が残されていると解釈することもでき
る。ここでは、この式がどのような意味を持つかを明らかにするために、まずは、一部に
数値を用いながら上記結果の意味を吟味してみることにしよう。たとえば、均衡における
の値が である場合を考えてみよう。このとき、 式は次のように変形される。
。このとき、報酬体系は
および、
、そして
となっており、各プレーヤーの期待効用は
と表現されているはずである。すなわち、 式から 式によって表される報酬体系を
プリンシパルがエイジェントに提示するならば、
という均衡が達成され、エイジェントとプリンシパルは、それぞれ 式、 式で表され
る大きさの期待効用を得るということを意味している。ところが、プリンシパル側の検査資
とは、 をパラメータとして を変数とする関数という意味である。
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源上の制約のため、検査確率を とせざるを得ない場合に、 と設定した場合に
は、プレーヤーの決定変数間に必要な関係は となり、
プリンシパルが提示する報酬体系は
に変わる。こ
のとき、エイジェントの期待効用は となり、 の場合と変わらないが、プリン
シパルの期待効用は
に変わ
る。このとき達成されている均衡も、 の場合と異なり、
となる。ここまでの考察で、自己申告のない場合とくらべて特徴的なのは、検査資源制約
があり自己申告がない場合の均衡においては、 式に示したように、努力確率 が
と一意に決定されたのに対して、自己申告のある場合
の均衡では がパラメータとして未決のまま残されているということである。この事実の
含意を明らかにするための考察を続ける前に、これまでの数値を用いた議論を一般化して
おこう。
検査資源上の制約のため、一般に なる実数 に対して となる均衡に誘導
する必要がある場合、 式は
と表現される。このとき提示される報酬体系は、
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となる。これに対して、均衡 が達成され、各プ
レーヤーの期待効用は および、
となる。
ここで、努力確率と偽証確率の関係を表す 式において、 は の陽関数として記
述されているので、 を満たして均衡を成立させる の範囲を求めることができ
る。 に対して、付録 の考察から次の補題が成
り立つ。
補題 を満たして均衡を成立させる の範囲は
となる。
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続いて、付録 の考察から次の補題が成り立つ。
補題 報酬定義 式および 式と、プリンシパルの期待効用を表す 式は、
それぞれ と
表現される。
報酬 および は自己申告のない場合と同じであることがわかる。しかし、期待効
用 の表現には が未決のまま残っており、自己申告のない場合とは異なる。この点に
関連して、付録 の考察から次の補題が成り立つ。
補題 自己申告がありνでのβ無差別条件による均衡が成立する場合、所与の に対し
て 式を満たし均衡を達成できる の範囲は図 のようになる。
図 と の関係
図 には の水準と均衡を与える の範囲の関係が示されているが、プリンシパルが
検査結果を隠蔽しないための条件である
との関係が考慮されていない。そこで次に、 式を考慮することにより、図 の各
の領域において存在し得る の範囲が、どのような追加的制約を受けるかを調べる。付録
の考察から次の補題が成り立つ。
補題 図 のすべての の領域において、プリンシパルが検査結果を隠蔽しない条件
を満たす が存在する。
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これまでの考察から、採用する検査技術の水準が のとき、
プリンシパルは
から 条件を満たす任意の を選択する余地があり、
のときには
から 条件を満たす任意の を選択する余地があることがわかる。
検査資源制約がこれらの の範囲を包含できるほど十分に緩い場合、 プリンシパル
はいかなる を選択するだろうか。 の に関する偏微分を計算すると
となるから、プリンシパルはできるだけ小さな を選択する。
したがって、 式の場合は が、 式の場合は が選択される。こ
のとき、期待効用はそれぞれ および
となる。なお、 と の関係式
から、前者においては となり、後者におい
ては および となる。 これらは、自
己申告がなく検査資源制約もない場合の結果である 式、 式、および 式に一
致する。したがって、検査技術の水準が と高く、しかも検査資源制約
がないという比較的「恵まれた」検査環境の場合には、自己申告の有無にかかわらず同一
の となるから、その意味で自己申告を利用することの積極的な理由は認められ
ない。
一方、検査資源制約 が制約的である場合は、 は の減少関数であるから
が選択される。そして、方程式 から得られる がプリンシパルの引き出すことのでき
る最大の努力確率を与えることになる。具体的には、
を について整理して となる。このとき、期待効用は
となる。なお、こ
のとき は とな
具体的には、 式は検査資源制約がない場合であり、 式は検査資源制約が の場合である。
後者において は不定となる。すなわち、 であればどのような値でもかまわない。
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る。これらは、自己申告がなく検査資源制約がある場合の結果である 式および
式と一致する。したがって、検査資源制約が制約的な場合にも、自己申告の有無にかかわ
らず同一の となるから、やはり、その意味で自己申告を利用することの積極的
な理由は認められない。以上より、次の補題を示すことができる。
補題 νでのβ無差別条件が成り立ちαでのβ無差別条件が成り立たない場合の均衡に
おいては、検査資源制約の有無にかかわらず自己申告の意義は認められない。
ここで、α無差別条件、ν無差別条件、およびνでのβ無差別条件による均衡が、どの
ような最適反応の組によって実現されているかを、検査資源制約のある場合について確か
めておこう。 付録 の考察から次の補題が成り立つ。
補題 νでのβ無差別条件による均衡は、図 に示されるような最適反応曲線の組に
よって実現される。
図 νでのβ無差別条件による最適反応曲線
ここまでは、自己申告のあるモデルにおいてα無差別条件、ν無差別条件、およびνでの
β無差別条件からなる均衡の性質を調べ、それが本質的に自己申告がない場合の均衡と変わ
らないことを明らかにした。ここからは、α無差別条件、ν無差別条件、およびαでのβ無
差別条件による均衡の性質を調べることによって、引き続き動機付けにおける自己申告手続
検査資源制約のない場合は、検査資源制約のある場合の なる特殊ケースと考えることができる。
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きの意義を探る。まず、参加条件、有限責任条件、検査資源制約、 条
件の四条件を考慮せずに、α無差別条件 とν無差別条件 およびαでの
β無差別条件 の三条件を満たす均衡を求めることからはじめよう。上記の三式を連
立させて解くと、エイジェントとプリンシパルの期待効用は、それぞれ
および となる。ただし、報酬には および、
という関係がある。ここで興味深いのは、 式において なる関係が恒等的
に成立することである。これは、αでのβ無差別条件を含む均衡における報酬体系には、
条件が本来的（ ）に具備されていることを意味する。プ
リンシパルは改めて 条件を考慮する必要がないから、報酬体系の設
計においてより高い自由度を行使することができる。
四条件を考慮したより現実的な均衡の考察に入る。まず、エイジェントの参加条件
が等式で満たされている場合を考え、その条件のもとに上記の方程式系を解くと、エイジェ
ントとプリンシパルの期待効用は、それぞれ および となる。報
酬に関しては および 、プレイ
ヤーの決定変数に関しては という限定が付く。
続いて、エイジェントの有限責任条件を追加した場合の均衡を調べる。有限責任条件
が等号で満たされている場合を考え、その条件のもとで上記の方程式系を解くと、
報酬と決定変数に関して
という関係が得られ、両者の期待効用は
となる。
プリンシパルに検査資源制約がある場合に、均衡はどのように表現されるだろうか。ν
でのβ無差別条件の場合と同様に、検査資源制約のために検査確率が と設定された
状況を想定しよう。これら制約条件のもとで上記の方程式を解くと、
および、
第 章 自己申告のある場合
という報酬体系のもとで、 という均衡が得られる。このとき、エイジェ
ントとプリンシパルの期待効用は、それぞれ
となる。
図 が有限責任条件を侵害しない条件
報酬定義と有限責任条件に関して、もう一つ確認すべき事項がある。報酬 の定義式
である 式が有限責任条件を侵害する可能性である。付録 における考察から次の補
題が成り立つ。
補題 αでのβ無差別条件による均衡において、所与の に対して報酬 が有限責
任条件を侵害しない条件は図 のようになる。
ここで、 式から 式、および 式で表現される均衡が、どのような最適反
応の組によって実現されているかを確かめよう。付録 の考察から次の補題が成り立つ。
方程式の解は という形をとる。プリンシパルには、報酬 と
決定変数 の間に存在するこの関係のなかから、自己に最も有利な組み合わせを選択する余地が残されている
が、両者の期待効用 は からも からも影響を受けないことが示されるため、どのような組み合わせを実現
させるかはプリンシパルにとっての関心事とはならない。したがって、ここでは
と仮定した。
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補題 αでのβ無差別条件による均衡は、所与の に対して図 に示される条件のも
とで、図 に示されるような最適反応曲線の組によって実現される。
図 αでのβ無差別条件による均衡の条件
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図 αでのβ無差別条件による最適反応曲線
第 章
自己申告の意義
本章では、これまでの議論をふまえて、検査を通じた動機付けにおける自己申告手続き
の意義を考察する。はじめに、エイジェントの参加条件と有限責任条件を前提として、プ
リンシパルに検査資源制約がある場合に、νでのβ無差別条件による均衡におけるプリン
シパルの期待効用 と、αでのβ無差別条件による均
衡における期待効用 を比較検討する。
まず、プリンシパルの検査技術と検査資源制約が である場合に、 と のどち
らが大きくなるかを調べよう。両者の差をとると
となるが、 の係数の分母は正
であるから、 の符号は関数 の符号と一致する。 ところが、νでのβ無差別
条件による均衡が成立する の範囲においては であったから、常に
すなわち、
であることがわかる。 は自己申告がない場合の期待効用と等しかったから、この結
果は、自己申告手続きの存在意義を示している。すなわち、次の命題が得られる。
命題 所与の に対して、自己申告がない場合に達成可能な均衡における期待効用
は、自己申告手続きを導入することで（均衡がなくならない限り）凌駕される。
利得 は、少なくとも を満たすほどに（十分）大きいと仮定する。なお、関数 は 式で
定義されたものである。
式は弱意の不等式であるから、より厳密に表現するならば「（弱い意味で）凌駕される」となろう。さ
て、図 と図 からわかるように、 の場合には となるから、検査技術の水準が低
く となる状況においては、自己申告がない場合の均衡は存在するが、αでのβ無差別
条件による均衡は存在しない。なお、この命題は、混合戦略均衡を前提としているが、仮に純粋戦略均衡を前提
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次に、νでのβ無差別条件による均衡における検査確率の特徴と、αでのβ無差別条件
による均衡におけるそれとを比較検討する。νでのβ無差別条件による均衡におけるプリ
ンシパルの期待効用と の関係を確かめることからはじめよう。付録 の考察から次の
補題が成り立つ。
補題 νでのβ無差別条件による均衡においては、検査資源制約が緩くなるほどプリ
ンシパルの期待効用は改善する。
次に、αでのβ無差別条件による均衡におけるプリンシパルの期待効用と の関係を確か
めよう。関数 は と変形されるから、
そのグラフは、垂直方向の漸近線が であり、水平方向の漸近線が
の直角双曲線となる。これを図示すると図 のようになる。 において は増
図
とするならば、ここで結論されている自己申告の意義が認められないことが、付録 に示されている。自己申告手
続きの有無と動機付けのパフォーマンスの関係は、純粋戦略空間ではプレーヤーの選択肢が制限されすぎてその
全貌を捉えることができず、戦略空間を混合拡大してはじめてこれを捉えることができるほどに、繊細（ ）
で注意を要するものであると考えることができよう。
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加関数であるから、プリンシパルは検査資源制約に縛られることなく、図 に示される制
限内で可能な限り大きな による検査確率 で均衡を達成することによって、ファー
ストベストの水準である に任意に近い期待効用を実現することができ
る。自己申告がない場合の均衡における期待効用は、νでのβ無差別条件による均衡にお
ける期待効用と同じであったが、それが検査資源制約に縛られたものであったことを考え
ると、検査資源制約に縛られることなく任意に小さな検査確率によって、より好ましい期
待効用を実現できるというαでのβ無差別条件による均衡の性質は、自己申告手続きに固
有の有用な性質といえるだろう。
命題 所与の に対して、自己申告の手続きを導入することによって、検査資源
制約に縛られることなく任意に小さな検査確率によって、より好ましい期待効用を実現で
きる。
ここで、αでのβ無差別条件による均衡において実現される期待効用の関数形
を、自己申告がない場合に実現しようとすると、どのような弊害が起こるかをみておこう。
第 章において、自己申告がない場合に（ ）α無差別条件、（ ）ν無差別条件、（ ）参加
条件、（ ）有限責任条件、（ ）検査資源制約の五つの条件を満たす均衡を導いた。この均
衡にいては、努力確率 が と一意に決まるため、自己申告がある場
合のαでのβ無差別条件に相当する
なる条件を追加することができない。 したがって、検査資源制約のもとで、自己申告が
ない場合に 式を実現するためには、他の条件のいずれかを放棄する必要がある。ここ
では、一例として有限責任条件を放棄した場合を考察する。プリンシパルの検査資源制約
によって、 に対して とすることを前提として、参加条件 が等
号で満たされている場合に、ナッシュ均衡の実現に必要なα無差別条件 およびν
無差別条件 が成立するならば、
具体的には、（ ）から（ ）までの条件に なる制約を追加すると、均衡を与える連立方程式の解が存
在しない。すなわち、方程式は不能となる。
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および、 という報酬体系のもとで、
という均衡が実現する。このときの両プレーヤーの期待効用は、それぞれ
となる。これで、形式上はαでのβ無差別条件による均衡における期待効
用と同じ関数形 が得られた。それでは、 式で表現されるペナルティ
の性質を調べよう。ペナルティがゼロ未満になるということは、エイジェントからプリ
ンシパルへの所得の移転が生じることを意味するが、このような（エイジェントにとって
過酷な）事態が起こり得るだろうか。 として、これを につい
て整理すると となる。したがって、
となる においては、検査技術 の水準にかかわらずペナルティ は負となり、エイジェ
ントはプリンシパルに支払いをしなければならない。このような の条件を、具体的な形で
表現してみよう。 式を について整理すると
となる。分母は正であるから、分子 の符号が式の符号と一致する。 の の係
数は正であり、判別式は であるから、関数 は 横軸
と二つの交点を持つ凸関数である。これらの交点は
および と求められる。 であ
ることは明らかだろう。したがって、 なる において、エイジェントか
らプリンシパルへの支払いが発生してしまうことがわかる。なお、
となるから、 が大きくなるほど（マイナスの値である）ペナルティの絶対値が大きくな
り、エイジェントからプリンシパルへの支払いが増えることになる。自己申告がある場合
のαでのβ無差別条件による均衡においては、 がどんなに大きくなろうとペナルティは
と一定であることを考えると、このような支払いの増加は、自己申告のない場合
の弊害の顕著な一例とみてよいだろう。これを次のような命題の形で述べておこう。
命題 検査資源制約のために、禁止的に厳しいペナルティを設定しなければ得ることの
できない大きな期待効用でも、自己申告手続きを導入することで、ペナルティを（正の）最
低基準値以上に設定しながら実現することができる。
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本章では、これまでの議論を、数値例を使って検証する。
という状態を想定する。このとき、プリンシパルはどのような報酬体系をエイジェントに
提示するだろうか。νでのβ無差別条件による均衡の場合から考察をはじめる。 この状態
が図 のどの領域に相当するかを確かめよう。 であるか
ら、図 の最上段の場合であり、
となるが、プリンシパルの検査技術の水準が
であるから、 なる領域で報酬体系を定義する必要のあることがわか
る。すると、図 の該当箇所から に関する制限が
となる。また、プリンシパルが検査結果を隠蔽しないための条件を求めると、
条件を表す 式から、
でなければならない。結局、 式と 式から、 となる。プリン
シパルは、この制限のなかで最も小さな を選択することによって、 の最大化を図る
ここでの議論は、報酬 の定義を除いて、自己申告のない場合の考察にもそのままあてはまることに注意
されたい。
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ことになる。たとえば、彼女の検査資源上の制約が すなわち、 だと
すれば、彼女は すなわち を選択する。このようにして が決定する
と、報酬定義式 式、 式、 式、および 式から、エイジェントに提示す
る報酬体系を作成することができる。具体的には、
となる。こ
のとき、均衡における は
となるから、プリンシパルの期待効用 は
となり、エイジェントの期待効用は
となる。
次に、上記の報酬体系を提示されたエイジェントの立場にたって、この提示をどのように
解釈するかを考えてみよう。エイジェントは、プリンシパルから
という報酬体系を提示される。そこで、自分の期待効用 とプリ
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ンシパルの期待効用 が、それぞれ次のように表されることを知る。
均衡が存在するならば、
を満たす確率の組 が存在するはずであるから、エイジェントは上記の三式を解
いてこれを確かめるだろう。その過程は次のようになる。 式と 式から、
となるが および は不定である。次に、 式より
となるから、 したがって、 を得る。
これは、 が の増加関数であることを表しているが、すでに 式と 式より、α
無差別条件とβ無差別条件が成り立っているから、エイジェントは にも にも無差別で
あり、したがって を最大にするという意味でプリンシパルにとって最も好ましい
第 章 数値例
を選択する。このとき、 式から となる。このようにし
てエイジェントは、 が均衡を実現することを理解する。したがっ
て、この均衡において期待効用 が留保効用の水準 を下回らないことが確認される
ならば、
が選択されることになるが、
と計算されるから、エイジェントは実際に 式を選択する。なお、上記エイジェントの
計算過程においては、プリンシパルの検査資源制約に関する情報が一切使われていない。
すなわち、モデル設定のとおりに、検査資源制約がプリンシパルの私的情報であったとし
ても、νでのβ無差別条件による均衡のうち、プリンシパルにとって最も有利な均衡を実
現できることが確認された。
同じく、状態 のもとで、αでのβ無差別条件による均衡を前提とするならば、プ
リンシパルはどのような報酬体系を提示するかを考察しよう。この状態は、図 のどの
領域に相当するだろうか。 であるから、最上段のケースである。ま
た、
と計算されるから、
のケースである。したがって、図 に示されているとおり、任意の
について均衡が存在することがわかる。プリンシパルは、検査資源制約
に縛られることなく、十分に大きな を選択することでファーストベストに近い期待効用を
得ることができるはずである。しかし、まずはνでのβ無差別条件の場合と同じく
に設定した場合を考察することで、同じ を予定したときに実現される、νでのβ無差別条
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件とαでのβ無差別条件の場合の期待効用 の大きさを比較してみよう。プリンシパル
の提示する報酬体系は次のようになる。
このとき、均衡は で与えられ、両プレーヤーの期待効用は、それ
ぞれ
となる。同じ であっても、νでのβ無差別条件の場合よりも
だけ期待効用 が改善されており、 式が成立して
いることが確かめられる。
エイジェントの立場でこの報酬体系を解釈してみよう。提示された報酬体系
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から、エイジェントは、両者の期待効用が
であることを知る。均衡が存在するならば、
を満たす確率の組 が存在するはずである。エイジェントは、以下のような計算過
程を通じてこれを確かめる。まず、解が一意に決まるとすれば でなければならない
ことが、次のようにしてわかる。仮に とすると、 式から でなければなら
ない。すると 式から は不定となる。したがって、 式から と も不定となり、
解が一意に定まらない。したがって でなけらばならない。次に、 式が の
もとで成り立つためには、 でなければならない。このとき、 式から
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でなければならない。以上で求めた
は 式を満足する。このようにして、エイジェントは 式が均衡を与えることを理
解する。同時に彼は、期待効用 が
となり参加条件が満たされることを知るから、 を実際に選択する。νで
のβ無差別条件の場合と同様に、αでのβ無差別条件の場合にも、エイジェントの計算過
程で の値は利用されていない。
同じくαでのβ無差別条件の場合で、プリンシパルがより大きな による均衡を予定す
るケースを検証しよう。たとえば、検査確率を十分の一にする必要があるならば、上記の十
倍の である による均衡を予定すればよい。そのためには、
という報酬体系をエイジェントに提示すればよい。
このとき、均衡は で与えられ、両プレーヤーの期待効用は、それ
ぞれ
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となる。検査確率を十分の一に減らしながらも、期待効用は だ
け改善している。こうして、図 が示すように、プリンシパルは検査資源制約に縛られ
ることなく、より小さな検査確率でより大きな期待効用を実現できることが確かめられた。
これと同じ期待効用を自己申告なしで実現しようとするとペナルティ の値はどうなるだ
ろうか。 式から
となり、エイジェントからプリンシパルに対する非常に大きな支払いが発生するこ
とが確認される。ちなみに、 の場合の期待効用である を自己申告な
しで実現する場合には、
となるから、依然としてエイジェントからの支払いの必要性は残るものの、その
大きさは と大幅に軽減されている。このことは、検査資源制約
のために、禁止的に厳しいペナルティを設定しなければ得ることのできない大きな期待効
用でも、自己申告手続きを導入することで、ペナルティを（正の）最低基準値以上に設定
しながら実現することができ、その有用性は、希求する期待効用が大きいほど顕著である
ことを例示している。
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これまでの考察によって得られた動機付けにおける自己申告の意義は、比較的単純なモ
デルの分析にもとづいたものであり、このモデルは、多方面に拡張する余地が残されてい
るように思われる。特に、以下の領域において、現実感覚により近づくように拡張するこ
とで、有益な知見が得られるのではないかと考えている。
第一に、本論文では、プレーヤー全員が同じリスク態度（しかもリスク中立的）をとる
という強い仮定を置いていた。これらの仮定を採用した最大の理由は、計算的取り扱いを
できるだけシンプルにとどめておくためであった。たしかに、リスク態度を問題にしない
モデルで十分に説明のつく実務は少なからずあるのかもしれないが、プレーヤー間のリ
スク態度の違いを認識することで初めて説明できる自己申告に関する実務も、非常に数多
く存在しているように感じられる。最も自然な拡張は、エイジェントはプリンシパルより
もリスク回避の傾向が強いと仮定することであろうと思われる。たとえば、利得 に対
してエイジェントの効用関数 を プリンシパルの効用関数
を と仮定したり、あるいは、関数形を指数関数などにはじめから限定しておき、
、ただし、 などとすることが
考えられる。
第二に、本論文のαでのβ無差別条件を含む均衡解において、検査技術がある閾値以上
である場合に、プリンシパルは検査確率をいくらでも小さくできるという結論が導かれた。
しかし、実務においては、極端に小さな確率で検査が行われることはなさそうにも思われ
る。このような直感を支持するような結論をモデルから導くには、一般性の高いもう一つ
の制約を導入する必要があるのかもしれない。そのうちの一つが、上に述べたようなリス
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ク態度の違いという制約なのかもしれないし、リスク中立の仮定のままで他の現実味のあ
る制約を入れることで、現実に採用されている検査確率に対する説明能力が増すのかもし
れない。
第三に、本論文では、プリンシパルの検査資源制約 を除くすべての外生変数
を、両プレーヤーの共有知識と仮定した。しかし、この中には、場合によっては共有知識
としてとらえない方がむしろ自然と感じられるものもある。たとえば、検査技術の水準
に関する情報量はエイジェントよりもプリンシパルのほうが多いとモデル化しても、決し
て不自然ではないし、そうすることで有益な知見が得られるように感じられる。また、
は生産技術の水準を代表させているとも解釈することができるが、これに関しては、さき
ほどとは逆に、プリンシパルよりも（現場に近い）エイジェントのほうがより多くの情報
量を有していると考えられる状況が、少なからず存在するように思われる。このように、
外生変数に対する情報量の違い、すなわち、情報非対称をモデルに取り込むことによって、
実務の現場で意識的・無意識的に行われている、より複雑な駆け引きを前提としたうえで
の自己申告の意義を見いだすことができるのではないかと思われる。
第四に、本論文では、検査の執行者はプリンシパル自身であると仮定した。本文中でも
何度か述べたように、この仮定は、プリンシパルが正直（ ）な執行者を雇った
と考えるのと同等である。しかしながら、公認会計士による財務諸表監査を例にとって考
えてみると、プリンシパルである投資家（あるいは株主）に対して、公認会計士が必ずし
も正直でないと考えた方が説明力が増すであろう実務は、公認会計士が正直であると仮定
しても説明できる状況以上に数多く存在しているように感じられる。そこで、
がその後半部分で考察しているような、プリンシパルとは独立の利害を有する検査執行人
（スーパバイザー）を導入して、プリンシパル、エイジェント、スーパバイザーの三者の間
の駆け引きを分析できるようなモデルを分析することによって、自己申告の意義に関する
新たな知見が発見できるように思われる。
第五に、本論文では、検査技術 と検査コスト はともに外生変数であり、両者の間に
は何ら関数関係を認めなかった。たしかに、このような設定でも説明可能な自己申告実務
は少なからず存在すると思うが、この両者に正の相関関係が存在するという考え方は極め
て自然であり、モデルに組み込むことで、自己申告の意義に関するより現実的な知見が得
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られる可能性は高いと思われる。まずは単純に などとしてもよいだろうし、
より一般性の高い形で などと仮定するのもモデルの自然な拡張として受
容されるだろう。
第六に、本論文では、両プレーヤーのゲームを同時手番ゲームとしてモデル化した。こ
のモデルに対していくつかの設定を付け加えることにより、逐次手番ゲームとしてモデル
化することも可能であると同時に、新たな自己申告の意義を見いだすうえで有効であるよ
うに思われる。特に、ゲームを有限回あるいは無限回の繰り返しゲームとしてモデル化す
る場合に、大きな説明力を期待できるように思われる。たとえば、外生変数やプレーヤー
の行動に関する情報に非対称がある場合に、ゲームの進行によってプレーヤーの各種情報
に対する確率信念が改訂されるような状況において、自己申告の新たな意義が見いだされ
るのではないかと期待される。
第七に、本論文では、両プレーヤーが完全な合理性を持つものと仮定している。この仮
定を利用した主な理由は、モデル分析の簡便化のためにすぎない。たしかに、このような
仮定によっても説明できる自己申告実務はあるだろう。しかし、プレーヤーの合理性を定
量的な方法によって限定できるのであれば、それを明示的にモデルに取り込んで分析する
ことで、新たに説明が可能となる自己申告実務が多岐にわたって存在するのではないかと
思われる。
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本論文の目的は、委託者が受託者を検査によって動機付ける場合において、受託者が投
入した努力水準を自己申告させることの意義を見いだすことであった。この目的を達成す
るために、この委任関係を、プリンシパルとエイジェントの二人による同時手番ゲームと
してモデル化した。エイジェント側に参加条件と有限責任条件、プリンシパル側に資源制
約と 条件が課された状況において、自己申告手続きの導入はプリン
シパルの期待効用を改善するか否かを調べた。
まず、エイジェントの期待効用が偽証確率に対して無差別となる要因（これらをαでの
β無差別条件とνでのβ無差別条件とよんだ）によって、均衡が二種に大別できることを
確かめた。そして、νでのβ無差別条件を含む均衡のなかから、プリンシパルにとって最
も有利な均衡を求め、これが自己申告のない場合の最適解と一致することを確かめた。こ
のことから、νでのβ無差別条件を含む均衡を導く報酬体系による限り、自己申告手続き
の特別な意義を認めることができなかった。一方、プリンシパルが、エイジェントに対し
てαでのβ無差別条件を含む均衡を導く報酬体系を提示する場合には、（ ）自己申告のな
い場合に達成可能な均衡における期待効用は、自己申告手続きを導入することで（均衡が
なくならない限り）凌駕されること、（ ）自己申告手続きの導入が原因で均衡が存在しな
くなるケースは、検査技術と検査費用がともに相当に低い場合に限られること、したがっ
て、自己申告を生かすためには一定レベルの検査技術が要求される場合があること、（ ）
自己申告のない場合とは対照的に、プリンシパルが検査資源制約に縛られることなく、検
査確率を任意に小さくして、検査コストを節約できること、（ ）したがって、自己申告の
ない場合と対照的に、検査確率が小さいほど期待効用が大きくなること、（ ）自己申告が
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ない場合には、ペナルティとして、エイジェントからプリンシパルに対する多額の支払い
を要求しなければ達成できないような期待効用を、自己申告手続きを導入することで、ペ
ナルティの最低基準値を正に保ちながら達成できること、などを示した。
付録
補題の導出
補題 の導出
および のように両条件が等号で成立しているとすると、
となり、これを について解くと
となる。この関係から、プリンシパルの期待効用 とエイジェントの決定変数 が
を含まない式として、それぞれ次のように表現される。
この段階で、プリンシパルには を決める裁量が残されているから、 を最大にする
を求めてみよう。 と の差を とおくと、 式は
となる。ここで、他を一定として のみを変化させると となる
が、 となるための必要条件 から分子は正となるから、
となる。したがって は大きいほど好ましい。ところで、 となるためのもう一
つの必要条件 とプリンシパルが検査結果を隠蔽しないための条件
から、 と との間にあるべき関係を示すと図 のようになるが、これから、 の
最大値は であることが容易にわかる。 そこで、 を 式と連立させて
解を求めると、
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図 と の関係
および となる。さらに、 式を
式および 式に代入すると、それぞれ
を得る。そして、検査確率 は
となる。（導出終わり）
補題 の導出
式の前半部である の左辺の分子と分母はともに正であることに注
意して分母をはらうと、
となる。 の係数は正にも負にもなり得るから、その符号によって場合分けして考える。
まず、 すなわち
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の場合には、 式は
と表現される。この式の右辺の分子は正であり、分母は仮定により負であるから、右辺自体
は負となる。左辺の は定義から 以上の実数であるから、 式は に関して何ら新
たな制約を加えるものではないことがわかる。したがって、検査技術 が 式の範囲に
ある限りにおいて、検査確率の逆数 に関する制約は一切なく、プリンシパルは、検査確
率 を なる範囲から自由に選択することができる。 次に、
図 が存在するための条件
すなわち
の場合を考える。このとき 式は
と表現される。右辺の分子は正で分母は仮定により正だから、右辺自体は正となる。さて、
左辺の は 以上であったから、 式を満たす が存在するためには、右辺はどんな
に小さくても を満たしている必要がある。この条件を について整理すれば、
となる。したがって、検査技術 が 式の範囲にある場合には、さらに が 式
を満たすとき、すなわち のときに限って なる が存
この知見が成立するための前提として、 という条件が必要であることに注意する必要がある。
の場合には、 となってしまうため、 式を満たす 自体が存在しなくなってしまう
ためである。
ここで は自明である。
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在する。
式の後半部である における検査技術と検査確率の関係の分析に
移ろう。この式の分子と分母がともに正であることに注意して、分母をはらうと
となる。ここで を変数とする二次関数 を
と定義すると、 式は と表現される。二次方程式 の判別式
をとると となるから、 は異なる二実根を
持つ。 は凸関数だから、小根以下の と大根以上の が 式を満たすことになる。
そこで、実際にこれらの根を求めると が得られ
る。得られた二実根の小根と大根を、それぞれ
および
という記号で書き表すことにする。
ここで、小根 とゼロとの大小関係を調べてみよう。まず、 の場
合を考えると、 の分子は明らかに負となる。 の分母は正であるから、 である
ことがわかる。次に、 の場合を考えると、
であるから、この場合に
も であることがわかる。以上から、小根 とゼロとの大小関係について
と結論される。しかし、 はその定義から 以上であるから、結局、小根 以下の は
式を満たしても、考察の前提である を満たさないので、考察の対象とはなら
ないことがわかる。
次に、大根 と の大小関係を調べる。 を で偏微分すると
なお、 すなわち の場合には の分母がゼロとなるから、 を有限の数
値に限定すれば分子もゼロである必要がある。したがって となるが、これはあり得ないから
の場合は考察対象から除外する。
ここに の添え字の と は、それぞれ および の頭文字をとっている。
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図 の小根とゼロの位置関係
となるが、右辺の第一項から第三項までの合計は正、第四項の分母は正、分子の第一項およ
び も正であり、正にも負にもなる可能性のある部分は だけであ
る。したがって、この部分に関して場合分けをして考える。まず、
すなわち、 の場合には、 式右辺の第四項の分子が正となるから
であり、したがって、関数 は単調増加関数であることがわかる。次
に、 すなわち、 の場合を考える。 式は
と変形されるが、右辺の各部分に対して次のように名前をつける。
。する
と、このとき
となるから、 であることがわかる。これから、
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式の分子は正となるから となり、この場合も関数 は単調増加関数となるか
ら、結局、無条件で は単調増加関数であることがわかる。
ここで、 のときの大根 の値を計算すると、 式から
となる。 したがって、 の極限においては、すべての において
図 （その１）
式が成立するから、プリンシパルは、検査確率 を なる範囲から自由に
選択することができる。このケースが図 に示されている。次に、 のときの を
計算すると、
となる。 であることは、次のようにして確かめることができる。やはり場合分
けして考える。まず、 すなわち、 の場合
には、明らかに となる。この両
辺に を足せば となり、さ
らに両辺を で割って が得られる。次に、
すなわち、 の場合を考える。 式の右辺の各
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部分に次のように名前をつける。
このとき となるが、 も も
非負だから となり、したがって
となる。以上から無条件に が成り立つことが示された。したがって、
図 （その２）
においては、図 に示されるように、 なる において 式が成立するか
ら、プリンシパルは、検査確率 を と
いう範囲から選択することができる。次に、関数 の値が となるときの の値を求め
よう。 とおいて、これを について解く
と が得られる。したがって、 においては、図 に示される
ように、 なる 、すなわち、すべての に対して 式が成立するから、
プリンシパルは、検査確率 を
という範囲、すなわち、すべての から自由に選択することができる。
右条件に関する考察の結果をまとめよう。検査技術が のとき大根 はゼロとな
るから、 は のすべての値を、したがって、検査確率 は のすべての値
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図 （その３）
をとり得る。関数 は単調増加関数であるから の増加とともにゼロから次第に増加
し、 のときに となる。したがって、 において
は、 は 以下であるから、 は のすべての値を、したがって、検査確率 は
のすべての値をとり得る。さらに が増加し の範囲にある
ときには、 となるから、 は なる範囲における値を、したがって、検査
確率 は なる範囲における値をとり得る。
ここで、 とする の値である と、左条件から と の関係を導くと
きの場合分けの基準値となった の大小関係を調べておこう。
となるが、分母および分子の第一項は正であり、正にも負にもなり得
るのは分子の の部分だけであるから、 と の大小関係によって
場合分けして考える。まず、 の場合には、分子が
となるのは明らかであり、したがって であることがわかる。次に、
の場合を考える。分子を
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と の二次式の形式 に変形しておこう。 の判別式 をとると
となるから、二次方程式 は異なる二実根を持
つ。根を具体的に計算すると、 となり、小根と大根をそれぞれ次
のようによぶことにする。 。 ここに、
図
および は自明であるから、検査コストは であることを考慮して、
の場合と の場合のみを考察すればよい。明らかに、 の
ときには だから となり、 のときには だ
から となる。等号が成り立つのは の場合であり、このとき
となる。
検査技術の水準 と検査確率の逆数 の存在範囲に関するこれまでの議論で得られた知
見をまとめると、図 のようになる。ただし、この図では であることが前提と
なっているが、その理由についてはまだ示されていない。したがって、ここで確かめてお
関数 が凸関数であるのは明らかである。
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くことにする。
が成り立つと仮定して、これを変形すると
となる。ここで、左辺は正、考察対象となっている の範囲においては も正 、
も正であり、正にも負にもなり得るのは
の部分だけである。したがって、この部分の正負によって場合分けをして考える。まず、
すなわち の場合を考える。 式をさらに変形
すると、
となるが、考察対象となる の範囲においては、 であるから
式の両辺は正となる。したがって、両辺を自乗しても大小関係はかわらないから
となる。ここで、右辺を左辺に移項すると
となるが、こ
の式は確かに恒等式である。これは、 式の仮定が正しいことを意味し、したがって
が成り立つ。次に、 すなわち、 の場
合を考える。 式の左辺を
と の二次式の形に整理すると、
の係数は となるから は凸関数となる。二次方程式
の判別式 は となるが、この値の正負は
の大小関係に依存するから、場合分けをして考える。まず、 の場
と の大小関係が問題となるのは なる の領域であるから、これを変形して
を得る。
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合には、 となるので は非負となり、したがって、
の場合の議論が適用できるから が成り立つ。次に、 の場合に
は、 となるから は異なる二実根を持つ。具体的に根を計算すると
となる。分母は正であり、分子は の大小
関係によって符号が異なる。小根と大根をそれぞれ次にように記すことにする。
。まず に
図
ついて考えると、 であるから、分子が負となり である
ことがわかる。次に について考える。 と
すると、 も も正だから、両者の大小関係は と の大小関係と同じである。そこで、
両者の差をとると
となるから、 すなわち となる。したがって、 の分子は負となるか
ら であることがわかる。二実根とも負であるから、 なる範囲におけ
る は正となり、したがって、 の場合にも、
の場合の議論が適用でき が成り立つ。以上より、 の符号を
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問わず、 において が成り立つことが示された。（導出終わり）
補題 の導出
式と 式より となる
から、 式は を意味する。
図 の右上から順番に考察をすすめよう。したがって、はじめに を前提と
して、 なる の領域において、 式を考慮した場合においても
の範囲内で、なお均衡解として有効な が存在し得るか否かを調べる。具体
的には、
を満たす が存在するか否かを調べればよい。 式の前半部分を満たす が存在する
のは自明である。後半部分を について整理すると
となる。いま仮に、 式を満たす が の範囲内に存在しないとすると、
となる。分母をはらって変形する
と となるが、この両辺は正で
あるから、その大小関係はそれぞれを自乗しても変わらない。したがって、
となる。ところが、左辺から右辺を引くと
となり、 式に矛
盾する。これは、 式を満たす が の範囲内に存在しないとする仮定が
誤りであることを示しており、したがって、 式、すなわち 式を満たす が存
在することが示された。上記考察を便宜上 とよんでおく。
次に、同じく を前提として、 なる の領域にお
いて、 式を考慮した場合においても の範囲内で、なお均衡解として有効
は、 の頭文字をとったものである。
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な が存在し得るか否かを調べよう。そのためには、
を満たす が存在するか否かを調べればよい。考察 と同様に、 式の前半部分
を満たす が存在するのは自明であるから、後半部分のみを考察すればよい。後半部分を
について整理すると
となる。いま仮に、 式を満たす が の範囲内に存在しないとすると、
となる。分母をはらって変形すると となり、矛盾が導
かれる。これは、所期の仮定が誤りであることを示しており、したがって、 式、すな
わち 式を満たす が存在することが示された。この考察を とよぶことにする。
と によって、図 における の場合についての考察が終了したの
で、次に
の場合について、図 の右側から順次考察を続けよう。 式を前提として、
なる の領域において、 式を考慮した場合においても の範囲内で、な
お均衡解として有効な が存在し得るか否かを調べる。そのためには、
を満たす が存在するか否かを調べればよい。ここで、 式は 式と形式的に同
じであることがわかるが、この式を満たす が存在することも、考察 と全
く同様に示すことができる。
式を前提とした二番目のケースに移ろう。
なる の領域において、 式を考慮した場合においても の
範囲内で、なお均衡解として有効な が存在し得るか否かを調べる。そのためには、
付録 補題の導出 補題 の導出
を満たす が存在するか否かを調べればよい。 式を について整理すると
となる。いま仮に、 式を満たす が存在しないとすると、
となる。ここで、計算の便宜上 とおいて、 式の分母をはらって整理す
ると
となる。ここで、 式の両辺の大小関係を改めて評価したいのだが、右辺に根号が含
まれるため評価は必ずしも容易ではない。そこで、両辺が正となるような の領域が存
在するか否かを調べ、もし存在するならば、その領域における両辺の大小関係を、それぞ
れを自乗して根号表現を排除してから評価することにしよう。二次方程式 の
判別式は となるから、 は異なる二実根を持
つ。これらの根を実際に計算すると、小根は 、大根は
となるが、 の符号にかかわらず
であることは明らかだから、二次関数 が凹関数であることを考慮すれば、
においては となることがわかる。 したがって、 において 式
の両辺は正となるから、それぞれを自乗してもそれらの大小関係は変わらない。すなわち、
において 式は
と同意となる。ところが、 式の左辺から右辺を差し引くと、
となることが、 式より であることを考慮するとわかる。
式は 式に矛盾する。したがって、所期の仮定は否定されるから、 式を
満たす が存在することが示された。この考察を と記すことにする。
付録 補題の導出 補題 の導出
図
式を前提とした三番目のケースに移る。 なる の領域
において、 式を考慮した場合においてもなお、均衡解として有効な が存
在し得るか否かを調べる。そのためには、
を満たす が存在するか否かを調べればよい。 式は 式と形式的に同じであり、
式を満たす が存在することも と全く同様に示すことができる。
ここまでで、図 における の場合についての考察も終了したので、
かつ である場合の考察にすすもう。この場合には、
なる の領域において、 式を考慮した場合においてもなお、均衡解として有効な
が存在するか否かを調べることと、 なる の領域に
おいて、 式を考慮した場合に が存在するかどうかを調べること、および、
なる の領域において、 式を考慮した場合に が存在するかどうかを調べ
付録 補題の導出 補題 の導出
ることの三つが問題となる。このうち、前者二つの問題に関しては、それぞれ およ
び と全く同じ考察で の存在を示すことができるが、三番目の問題に関しては別途
考察を要する。
式で表される の領域において有効な の存在を確かめるには、
なる の存在を確かめればよい。 式を について整理すれば
となる。いま、 式を満たす が存在しないと仮定すると、
となる。この式の分母をはらって整理すると
となるが、特に の場合を考えると 式の左辺は正となり矛盾が導かれる。した
がって、所期の仮定は誤りであり、 式を満たす の存在が確かめられた。こ
の考察を と記すことにすれば、 から までの考察を通じて、図 のすべて
の の領域において、プリンシパルが検査結果を隠蔽しない条件を満たす がそれぞれ存
在することが示された。（導出終わり）
補題 の導出
はじめに、
の前半部である から考察しよう。 の分母
に着目すると、 であるから、 残りの部分である
が正の場合と負の場合に分けて考える。はじめに、 すなわち
の場合には、 の分母は負となるから、 は
を意味する。 について整理すれば、 とな
議論の前提がνでのβ無差別条件であって、αでのβ無差別条件 を前提としていないことに注意が必
要である。もちろん、両条件が同時に成立することもあり得るが、ここでは、νでのβ無差別条件は成立するが
αでのβ無差別条件は成立しない状況を想定する。
付録 補題の導出 補題 の導出
り が得られるから、検査技術の水準 は
を満たす必要のあることがわかる。次に、 すなわち
の場合には、 の分母は正となるから、 は
を意味する。 について整理すれば、
が得られるが、 より
となることがわかるから、 式のもとにおいて 式を成立させるよ
うな は存在しない。以上より、 の正負にかかわらず、 は
を意味することがわかった。 次に、 式の後半部である
について考察しよう。 に関する考察から すなわち、
であったから、偽証確率 の分母は負であり、したがって は
を意味する。これを検
査技術 について整理すると となるから、
である ことに注意すれば、 は
を意味することがわかる。以上、 式と 式から、 は を
意味することがわかった。（導出終わり）
なお、 すなわち、 の場合には の分母はゼロとなるから、
が少なくとも有限の数値であるためには分子もゼロである必要がある。どのような に対しても分子がゼロであ
るためには、 すなわち でなくてはならない。したがっ
て、 が成り立つ必要があるが、これを満たす は のみである。これ
は の定義である に反するので、 のときには を満たすことはできない。
この事実は次のようにして確かめられる。 であるか
ら は の単調増加関数である。そして、 すなわち
であり、また であるから
式が成り立つ。
付録 補題の導出 補題 の導出
補題 の導出
報酬定義式である 式および 式と、プリンシパルの期待効用を表す 式に含
まれる根号の引数から自乗の記号を形式的にはずした表現 の正負につ
いて見極める必要があるだろう。というのは、それが だとすれば
となるが、逆に
だとすれば となるからである。
さて、上記 に関する考察から、 という制約が導
かれたから、
となる。これから直ちに であることがわかるから、結局
のように根号をはずせることがわかる。それでは、実際に 式を使って、 式、
式、 式に含まれる根号を外してみよう。まず、 式については
とより簡潔に表現することができる。同様にして、 式も
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と簡潔に表現される。そして、 式に関しても
と表現される。
（導出終わり）
補題 の導出
式の後半部分である から導かれる の制限は、第 章にお
いて既に分析されているから、前半部分である を分析すれば十分
だろう。 左辺の分子と分母がともに正であることに注意して、分母をはらうと
となる。ここで を変数とする二次関数 を
と定義すると、 式は と表現される。二次方程式
の判別式 をとると となるか
ら、 は異なる二実根を持つ。 は凸関数だから、小根以下の と大根
以上の が 式を満たすことになる。そこで、実際にこれらの根を求めると
が得られる。得られた二実根の小根と大根を、そ
れぞれ および
という記号で書き表すことにする。
ここで、小根 とゼロとの大小関係について、 を右条件の場合の と同一視するこ
とで、右条件に関する考察で展開した議論を利用することができ、その結果、 とな
ることがわかる。したがって、大根 と の大小関係、および、大根 と 右条件にお
ける大根 の大小関係によって、左右両条件を同時に満たす が存在するか否かが異な
る。この場合分けの状況を と のグラフを用いて概観すると、図
から図 のようになる。 大根 に関しても、 を右条件に関する考察における
と同一視して、 が の単調増加関数であることがわかる。
式の前半部分と後半部分を、それぞれ、「左条件」および「右条件」とよぶことにする。
詳しい議論は、この後すぐにおこなう。
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図 と の関係（その１）
さて、 のときの の値を計算すると、 式から
となるから、 の極限においては、 において 式が成立するものの、
これは という の定義に反するため、結局、均衡を与える は存在しない。こ
の状況を図示したものが図 である。
次に、検査技術 がゼロより若干大きく、 である場合を考えよう。右条件
の場合と同様の考察によって となることがわかる。また、
であるから は に達しておらず である。したがって、 の大
小関係は図 のようになり、唯一 において左右両条件が満たされ、均衡が成立す
ることがわかる。関数 は の増加関数であったから、 におい
て均衡を与える は存在しないこともわかる。
検査技術が の場合、 はまだ に達しないが は を
超えるから、 の大小関係は図 のようになり、 なる が左右
両条件を満たし均衡を達成する。 そして、 になると となるから、
なる が均衡を与える。この状況を図示すると図 のようになる。
付録 補題の導出 補題 の導出
図 と の関係（その２）
さらに が大きく となる場合は、 も を超えるから、
なる が均衡を与える。この状況を図示すると図 となる。
以上の考察から得られた と の関係をまとめると、図 のようになる。それぞれの
において、上段は右条件を満たす の条件、下段は左条件を満たす の条件をそれぞれ
表している。確かに、 においては なる が均
衡を与え、 においては、 なる が均衡を与えることが
図示されている。（導出終わり）
補題 の導出
式と 式より となる
から、 式は あるいは、
を意味する。
はじめに なる の領域において、 式を考慮した場
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図 と の関係（その３）
合においても の範囲内で、なお均衡解として有効な が存在し得るか否かを
調べる。具体的には、
を満たす が存在するか否かを調べればよい。 式の前半部分を満たす が存在する
のは自明であるから、後半部分のみを考察すればよい。後半部分を について整理すると
となる。いま仮に、 式を満たす が の範囲内に存在しないとすると、
となる。分母をはらって変形すると すなわち
となり、矛盾が導かれる。これは、所期の仮定が誤りであることを示しており、したがっ
て、 式、すなわち 式を満たす が存在することが示された。
次に なる の領域において、 式を考慮した場合においても
の範囲内で、なお均衡解として有効な が存在し得るか否かを調べる。とこ
ろが、この問題に関しては、すでに第 章における考察 で議論されており、肯定的な
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図 と の関係（その４）
結論が得られている。以上から、図 のすべての の領域において、プリンシパルが検査
結果を隠蔽しない条件を満たす がそれぞれ存在することが示された。（導出終わり）
補題 の導出
まず、 に対する の最適反応と に対する の最適反応の組から考察する。あり得る
組み合わせのパターンは、図 と図 である。便宜上、前者をパターン 後者をパター
ン とよぶことにする。両者ともに、色の薄い曲線はエイジェントの最適反応曲線、色の濃
い曲線はプリンシパルの最適反応曲線を表している。パターン から検討しよう。付録 に
おいては、 を所与としたときの についてのエイジェントの最適反応がどのようになる
かを、 をパラメータとして場合分けして調べているが、その結果から、パターン のよう
な最適反応曲線をエイジェントが示すのは、
の四つの条件がすべて満たされる場合（これをパターン とよぶ
ことにする）と、 の四
条件が満たされる場合（これをパターン と記す）の二通りであることがわかる。一
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図 と の関係（その５）
方、付録 においては、 を所与としたときの についてのプリンシパルの最適反応が、
をパラメータとして場合分けして調べられているが、そこでの考察結果から、プリンシ
パルの最適反応曲線がパターン のようになるのは、
および、 の四条件がすべて成り立つ場合（これをパターン と記す）であ
ることがわかる。ここで、パターン の 式に着目しよう。νでのβ無差別条件に
よる均衡においては、 において となったから、 式では均衡
を表現することができない。したがって、パターン は本均衡の最適反応の組を表してい
ない。
パターン の検討に移ろう。付録 での調査結果から、所与の に対してパターン の
ような の最適反応曲線をエイジェントが示すのは、
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図 と の最適反応曲線（パター
ン１）
および、 の四条件が成立する場合（これをパターン
と記す）と、
の四条件が成立する場合（これをパターン と記す）の二通りであることがわかる。一
方、付録 での調査結果から、所与の に対してパターン のような の最適反応曲線を
プリンシパルが示すのは、
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図 と の最適反応曲線（パター
ン２）
の四条件が成立する場合（これをパターン と記す）であることがわかる。まず、パター
ン について考える。 式を変形すると
となるが、分母は正であるから、 式は を意味す
ることがわかる。これは のとき満たされる。パターン の 式の右辺を左辺
に移項すると、
となるから、 式は を意味するが、これも のとき満た
される。パターン の 式は であるが、
式と 式から右辺の分母が正、分子が負であることがわかるから、分母をはらっ
て
と書き換えることができる。ここで、分子における の係数が正であるから、分子は
の凸関数となる。この関数を とおき の判別式をとると
となるから、二次方程式 は異なる二実根を持つ。 実際に
根を計算すると、小根は 、大根は
となる。したがって、 式
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図
は を意味するが、これも のとき満たされる。均
衡において 式が満たされるのは当然であるから、以上より、パターン は本均衡
を表すことができる。
パターン およびパターン の各条件式の分析に移ろう。パターン の
式、 式、および、 式は、α無差別条件とνでのβ無差別条件が成立している
ことを前提とすれば、すべて同じ内容を表していることを、次のようにして示すことが
できる。α無差別条件から導かれる とνでのβ無差別条件から導かれる を等しいと
おくことによって導出される関係式である 式、すなわち を、
式、 式、および、 式の右辺に代入して整理すると次の関係が得られる。
したがって、この段階で、パター
ン においては 式と 式が 式と矛盾することになり、本均衡を表現で
きないことがわかる。パターン については、上で検討した三式の代表として 式
だけを取り上げて検証すれば十分である。報酬の定義式である 式、 式、 式、
および 式を 式に代入すると、 となり、
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これを について整理すると となる。プリンシパルに最も有利な均衡
においては であったから、これを代入すると となる。これは恒等式だから、
式は本均衡を表現できる。また、 式は のとき満たされる。したがっ
て、パターン は本均衡を表現できる。以上から、パターン とパターン の組
み合わせからなるパターン が、本均衡における の互いの最適反応曲線パターンを
表していることがわかった。
次に、この の最適反応の組に対応する の最適反応の組が、どのようなパ
ターンで表現されるかを考察しよう。付録 では、プリンシパルの決定変数である を所
与とした場合に、エイジェントの についての選択が一般にどのようになるかを考察して
いるが、その結果として得られる最適反応曲線は、図 のようになる。この最適反応のパ
ターンをパターン と記すことにする。一方、付録 では、エイジェントの決定変数であ
る を所与とした場合に、プリンシパルの についての選択がどのようになるかを、
をパラメータとして場合分けして調べている。 その結果、パターン のすべ
図 と の最適反応曲線（パター
ン３）
てに対応し得る最適反応は、
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の三条件が成立する場合（これをパターン と記す）のみであることがわかる。パター
ン の最適反応とパターン の最適反応の組み合わせを図示すると、図 （この組み
合わせをパターン と記す）のようになる。
それでは、実際にパターン の各条件式が本均衡を表現しているかどうかを確かめよ
う。パターン のうち、 式と 式については、すでにパターン の考察で
その意味が明らかとなっているので、 式のみを検証すればよい。この式は、
となるが、右辺の分母が正であること
に注意して分母をはらえば となり、さらに左辺を右
辺に移項すれば
となる。これを について整理すれば となるが、これは の
とき満たされる。したがって、パターン は本均衡を表現している。以上から、パター
ン とパターン の組み合わせからなるパターン が、本均衡における の互い
の最適反応曲線パターンを表していることがわかった。 この様子を図示すると図 のよ
うになる。（導出終わり）
補題 の導出
いま、仮に が有限責任条件を満たしていないとすると
となるが、これを について整理すると を得る。 したがって、
αでのβ無差別条件を含む均衡においては、 が有限責任条件を侵害しないことを保証
するために
という条件が必要となる。このような条件はνでのβ無差別条件を含む均衡では不要であった
から、この点でαでのβ無差別条件を含む均衡では報酬定義の自由度がより低くなる。ところ
が、前述のように、 条件に関してはαでのβ無差別条件の場合のほう
が自由度が高かったから、結局、双方併せて考えれば両均衡における報酬定義の自由度は同じ
均衡のうち、プリンシパルにとって最も有利な均衡は、図 における が となる特殊ケースである。
添字 は大文字であって、以前に（小文字の添字 を用いて）定義した と混同しないよ
うに注意されたい。
付録 補題の導出 補題 の導出
と考えることができる。さて、 式を について整理し直すと
となるから、 すなわち の場合は と
なり、 すなわち の場合は と表現される。 こ
こで、 と の大小関係を確かめておこう。いま、 とすると
となる。まず、分母が すなわち である場合を考える
と、分子は すなわち でなければならない。と
ころが、明らかに であるから、結局 の
とき となる。次に、分母が すなわち である場
合は、分子は すなわち でなければならない。
したがって、 のときにも となる。同様の考察によって、
のときに となることを示すことができる。以上の考察
をまとめて図示すると、図 のようになる。これから、報酬 が有限責任条件を侵害し
ない条件は、
の場合は となり、 の場合は
となることがわかる。（導出終わり）
補題 の導出
まず、 に対する の最適反応と に対する の最適反応の組から考察する。あり得
る組み合わせのパターンが図 と図 であることは、νでのβ無差別条件の場合とか
わらない。ここでも、前者をパターン 後者をパターン とよぶことにする。パターン
から検討しよう。付録 の結果から、パターン のような最適反応曲線をエイジェントが
示すのは、
これに関しても、（添字に小文字の を用いている） と混同しないように注意されたい。
なお、この場合の は正となる。
この場合の は負となる。
付録 補題の導出 補題 の導出
および、 の四つの条件がすべて満たされる場合（νでのβ無差
別条件の場合と同様に、これをパターン とよぶことにする）と、
の四条件が満たされる場合（同様に、これをパターン と記す）の二通りであった。一
方、付録 の結果から、プリンシパルの最適反応曲線がパターン のようになるのは、
の四条件がすべて成り立つ場合（これをパターン と記す）であった。νでのβ無差
別条件による均衡においては、パターン の第三条件 式が成立しなかったため
にパターン そのものが起こり得なかったが、αでのβ無差別条件による均衡において
は であるから、 式が成立するためパターン が起こり得る。このことを
確かめてみよう。パターン の第一条件 式については、左辺と右辺の差をとると
となる。第一カッ
コも第二カッコも正であるから、この式の正負は一慨には定まらなず、場合分けが必要と
なる。いま仮に 式が成り立つとすれば、 となり、これを
について整理すると
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となる。これは、報酬 が有限責任条件を侵害しないための条件と同じものであるから、
同条件が満たされている限り 式も成立する。パターン の第二条件については、
と に なる関係があるから、 となり、 式
が成立する。パターン の第四条件である 式についても となる
から成立する。以上から、αでのβ無差別条件の場合にはνでのβ無差別条件の場合と異
なり、パターン が起こることがわかる。
パターン に対応する の反応はパターン とパターン のどちらだろうか。この
ことを確かめよう。 であるためには 式、すなわち が成り立つ必要
があったから、これに相反する 式が含まれるパターン は候補とはならない。した
がって、パターン の各条件式を検証すれば十分である。パターン の第一条件につい
ては、 となり、 式が成
り立つ。パターン の第二条件については、
となり、 式が成り立つ。パターン の第三条件が成り立つためには、
でなければならない。 パターン の第四条件が成り立つためには、
である必要がある。ところで、パターン の第三条件が成り立つためには 式から、
である必要があったが、これを変形すると となる。こ
れは、 式の分母が非負であることを要求している。同式の分子は明らかに非負であ
るから、 式が成り立つ限り 式も成り立つことがわかる。
ここで、パターン の第三条件が成り立つための条件である
この条件の含意は、パターン の第四条件の考察の後に行う。
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の意味を考察しよう。 式を について整理すると とな
るから、 の係数の符号によって場合分けをしながら考察をすすめよう。
すなわち の場合には
となり、 すなわち の場合には
となる。 式における は正であるが、 式における は負であることに注意
すれば、 式を満たす は存在しないことがわかる。次に、 と の大小関係を調べ
よう。 とすると、 となるか
ら、分母の符号によって場合分けをする。 すなわち の場合
には、 すなわち となり、
すなわち の場合には、 すなわち
となる。明らかに であるから、 および
の場合に となることがわかる。同様の考察によって、
の場合には となることが示される。以上の考察をまと
めて図示すると、図 のようになる。 これから、パターン の第三条件が成立する
図 パターン の第三条件が成立する条件
付録 補題の導出 補題 の導出
ための条件は、
の場合には となり、 の場合には
となることがわかる。
次に、付録 の結果から、所与の に対してパターン のような の最適反応曲線をエイ
ジェントが示すのは、 の
四条件が成立する場合（これをパターン と記す）と、
の四条件が成立する場合（これをパターン と記す）
の二通りであった。一方、付録 の結果から、所与の に対してパターン のような の最
適反応曲線をプリンシパルが示すのは、
の四条件が成立する場合（これをパターン と記す）であった。パターン および
パターン の第一条件に着目しよう。パターン の考察から、この条件式の右辺は
となり、 に矛盾する。したがって、パターン
は の最適反応の組を表現していないことがわかる。
以上の考察で、パターン の第三条件が成立するための条件である 式から
式が満たされるならば、 の最適反応の組は、パターン とパターン の組み合
わせからなるパターン で表現されることがわかった。そこで、次に、このパターン に
対応する の最適反応の組がどのようなパターンで表現されるかを確かめよう。付録
の結果から、プリンシパルの決定変数である を所与とした場合に、エイジェントの
についての選択は図 のようなパターンになった。νでのβ無差別条件の場合と同様に、
この最適反応のパターンをパターン と記すことにする。一方、付録 の結果から、その
結果、パターン のすべてに対応し得る最適反応は、
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の三条件が成立する場合（これをパターン と記す）のみであることがわかる。
実際にパターン の各条件式がαでのβ無差別条件による均衡を表現しているかどうかを
確かめよう。パターン のうち、 式と 式が成立することは、すでにパターン
の考察で示されている。 式に関しては、
となるから、等号で成り立つことがわかる。したがって、パターン はαでのβ無差別
条件による均衡を表現している。以上から、αでのβ無差別条件による均衡を導く最適反
応の組は、パターン のうち という特殊ケースと、パターン のうち とい
う特殊ケースの組み合わせとして表現されることがわかった。この様子を図示すると、図
のようになる。
ここで、報酬 が有限責任条件を侵害しない条件である 式から 式と、パ
ターン の第三条件が成立するための条件である 式から 式が両立し得るか
否かを確認しておこう。そのために、まず と の大小関係を調べる。い
ま、 と仮定すると、 となる。分母は正であ
るから分子は非正となる。したがって、 となる。一方、 のと
き となる。これから、報酬 が有限責任条件を侵害しない条件とパ
ターン の第三条件の関係を図示すると図 のようになる。 と の大小関係によっ
て三つに場合分けされているが、どの場合においても、上段が報酬 が有限責任条件を
侵害しない条件を表しており、下段がパターン の第三条件が成り立つための条件を表
している。検査技術の水準が のように高水準であれば、どのような場合で
あってもすべての について均衡の存在が保証される。それぞれの場合について
は、まず、 の場合には、 のときに なる について均衡が存在
する。次に、 の場合には、 のときに なる
について均衡が存在し、 のときに なる について均衡が存在す
る。そして、 の場合には、 のときに
なる について均衡が存在し、 のときに なる について均衡が存在
する。（導出終わり）
パターン とパターン の組をパターン と記す。
式については等号で成立する。
ただし、 を満たす が常に存在するとは限らない。 となることもあれば、
となることもあるからである。
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補題 の導出
関数 の 切片は、 を について整理し
て
および
となる。関数 の に関する一階の偏微分を計算すると、
とな
る。分子における の係数 に着目すると、 のとき と
なるから、 の分子である は凸関数となる。また、 のときでも
のときは となるから、 はやはり凸関数となる。しかし、
のときに である場合には となるから、 は凹
関数となる。ここで、 の判別式をとると
となるから、 は異なる二実根を持つ。実際に根の値を求めると、
および となる。し
たがって、関数 の概要を図示すると、 が凸関数のときは図 のようになり、
が凹関数のときには図 のようになる。 なお、 および における
の値は次のように計算される。
および 。関数 は分数関
数であるから、漸近線が存在する。期待効用は
と変形できるから、垂直方向の漸近線は および
であり、水平方向の漸近線は である。そして、垂直方向の漸近線への
の近づき方は、
となる。関数 の二階の偏微分を計算すると、
となるが、これをゼロにするような は複素数の範
囲では三つあり、そのうちの一つが実数である。具体的には、実数解が
付録 補題の導出 補題 の導出
図 （その１）
付録 補題の導出 補題 の導出
図 （その２）
となり、 その他の複素数解が
付録 補題の導出 補題 の導出
図 （その１）
および
付録 補題の導出 補題 の導出
図 （その２）
となる。すなわち、変曲点は の一点のみである。 以上より、期待効用
のグラフは、関数 が凸関数の場合には図 のようになり、凹関数の場合には図
のようになる。いずれの場合においても、プリンシパルは のなかから、検査
資源制約が許す限り最小の による検査確率 で均衡を達成するように報酬体系を設
計することによって、期待効用を最大化する。したがって、νでのβ無差別条件による均
衡においては、検査資源制約が緩くなるほどプリンシパルの期待効用が改善する。（導出終
わり）
記号 は虚数単位である。
付録
純粋戦略均衡を前提とした場合
純粋戦略均衡を前提とした場合、努力に関するエイジェントの選択肢は「努力する」と
「努力しない」、報告に関するエイジェントの選択肢は「虚偽報告する」と「真実報告する」、
プリンシパルの選択肢は「検査しない」と「検査する」のそれぞれ二つずつである。 この
図 期待効用行列
とき、エイジェントとプリンシパルの期待効用行列は図 のようになる。縦軸方向にエイ
ジェントの戦略、横軸方向にプリンシパルの戦略が列挙されている。一つのエイジェント
の戦略と一つのプリンシパルの戦略の交叉したセルには、それらの戦略のペアが実行され
たときのエイジェントの期待効用とプリンシパルの期待効用が記されている。エイジェン
トの（努力しない 虚偽報告）という戦略をうそつき戦略とよび、「うそつき」と略記する。
付録 純粋戦略均衡を前提とした場合
同様に、（努力しない 真実報告）という戦略を謝罪戦略とよび、「謝罪」と略記し、（努力
する 真実報告）という戦略をがんばり戦略とよび、「がんばり」と略記する。ナッシュ均
衡について付録 に示す考察から次の補題が成り立つ。
補題 プリンシパルにとって最も好ましい戦略の組（がんばり 検査する）が唯一の
ナッシュ均衡となる必要十分条件は、次の各式が成り立つことである。
次に、このナッシュ均衡を前提に、まずはエイジェントの参加条件を考慮して、プリンシ
パルの期待効用が最大になるような報酬体系を求めてみよう。エイジェントの参加条件は
と表現される。プリンシパルは、 式、 式、 式、 式、 式、 式の
もとに、期待効用 を最大とするような
を求めることになる。その結果、付録 に示す考察から次の補題が成り立つ。
補題 プリンシパルは、小さな正数 に対して
という報酬体系を提示すれば、エイジェントの参加条件を満たす最大の期待効用
を得る。このとき、エイジェントにレントは発生しない。
自己申告の手続きを省略した場合、期待効用行列は図 のようになるが、付録 に示
す考察から次の命題が成り立つ。
付録 純粋戦略均衡を前提とした場合 補題 の導出
図 自己申告がない場合の期待効用行列
命題 戦略空間を純粋戦略空間とした場合には、自己申告手続きの有無はプリンシパル
の期待効用に影響を与えない。すなわち、動機付けの手段として自己申告を利用すること
の意義は認められない。
補題 の導出
プリンシパルが望んでいるのは、エイジェントから「がんばり」の行動を引き出すことで
ある。ところが、「検査しない」を前提とした場合、 うそつき がんばり
であるから、エイジェントは「うそつき」を選択し「がんばり」は選択されない。
したがって、プリンシパルは（がんばり 検査する）のナッシュ均衡の実現を図るしかない。
エイジェントが「がんばり」を選択する場合、彼が「プリンシパルは検査する」と確信する
ためには、 すなわち であることが必
要十分である。検査が行われることを前提とした場合、エイジェントに「がんばり」を選
択させるためには、 すなわち
、および であることが必要十分である。次に、エイジェン
トが「うそつき」を選択する場合、彼が「プリンシパルは検査する」と確信するためには、
すなわち であることが必要十分である。
ここで、検査が行われないことを前提とした場合、
であるから、「謝罪」をナッシュ均衡にしないようにしなければならない。そのためには
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であることが必要十分である。以上より、 式、 式、 式、 式、
式の成り立つことが、（がんばり 検査する）が唯一のナッシュ均衡となるための必要
十分条件である。（導出終わり）
補題 の導出
参加条件 式が等号で成り立つ場合を考え、 を を使って表すと
となるから、 と の差をとると となる
が、 式から、これは より大きくなくてはならないから、 となる。 し
たがって、小さな正数 によって と書ける。このとき 式から
は となる。次に に対する制約を調べよう。 式から
であるから、
となる。したがって、 式を前提とした の上限 は
となる。また、 式から であるから、
したがって、 式を前提とした の上限 は
となる。 式と 式は同時に満たされなければならない。ところが、明らかに
であるから、結局、 式と 式を前提とした の上限 は
となる。したがって、小さな正数 によって
と書ける。次に、 式から である必要があるから、 の上
限 に関して となる。したがって、小さな正数
によって と書ける。ここで、 式から
であるから、小さな正数 によって
式が満たされるならば、プリンシパルの 条件、すなわち も自動的に
満たされることは明らかである。
付録 純粋戦略均衡を前提とした場合 命題 の導出
と書け、 となる。以上より、報酬体系は
となる。ここで、エイジェントとプリンシパルの期待効用を計算してみよう。まず、エ
イジェントの期待効用が確かに留保効用 に等しくなることは、次のように再確認でき
る。
。そして、プ
リンシパルの期待効用は次のように求められる。
（導出終わり）
命題 の導出
プリンシパルが望んでいるのは、エイジェントから「努力する」という行動を引き出すこ
とである。ところが、「検査しない」を前提とした場合、 努力しない 努力
する であるから、エイジェントは「努力しない」を選択し「努力する」は選択さ
れない。したがって、プリンシパルは（努力する 検査する）のナッシュ均衡の実現を図るし
かない。エイジェントが「努力する」を選択する場合、彼が「プリンシパルは検査する」と確
信するためには、 すなわち であること
が必要十分である。検査が行われることを前提とした場合、エイジェントに「努力する」を
選択させるためには、 すなわち
であることが必要十分である。次に、エイジェントが「努力しない」を選択する場合、彼が
「プリンシパルは検査する」と確信するためには、 すな
わち であることが必要十分である。以上より、 式、 式、 式、
の成り立つことが、（努力する 検査する）が唯一のナッシュ均衡となるための必要十分条
件である。次に、エイジェントの参加条件を考慮する場合、付録 と同様な考察により、
プリンシパルは という報酬体系を提示して、エイジェントの参加条
付録 純粋戦略均衡を前提とした場合 命題 の導出
件を満たす最大の期待効用 を得ることがわかる。したがって、（参
加条件のみを考慮した段階ですでに）自己申告手続きの有無にかかわらず、プリンシパル
の最大の期待効用は となり、題意が示された。（導出終わり）
付録
エイジェントによる の選択
エイジェントの期待効用 の に対する変化率が
のときに、 における の係数が正となるから、エイジェントは を選択する。い
ま のとき 式の両辺を で割れば、
となる。したがって、 のとき が選択される。そして、
図 エイジェントの に関する最適
反応
のときエイジェントは に無差別になり、 のとき が選択される。
を の範囲内で考えれば となり、エイジェントの に関する最適反
付録 エイジェントによる の選択
応曲線は図 のようになる。
後段での議論の便宜上、グラフは の上下に多少はみ出すように描いている。
付録
に対するプリンシパルの の
選択
エイジェントが選択する を所与として、これにプリンシパルがどのように反応するか
を調べよう。プリンシパルの期待効用 の に対する変化率が
のとき、 における の係数が正となるから、プリンシパルは を選択する。こ
の条件を について整理すると
となるが、これを などの形に表現するために場合分けを行う。
に対するプリンシパルの の選択 ケース
ケース
式における の係数が、 すなわち の場合に
は、 に注意して
となる。ここで分子の符号が正にも負にもなり得るから、 の値を特定化するために、さ
らに場合分けを行おう。
ケース
まず、 式の右辺の分子が すなわち、 の場合
は となり、したがって、 のときに が選択される。この
ケースにおいて、 に対するプリンシパルの に関する最適反応曲線は、図 のように
なる。
図 → 最適反応１
式において の場合、 が有限値をとるためには すなわ
ち、 または である必要がある。
に対するプリンシパルの の選択 ケース
ケース
次に、 式の右辺の分子が すなわち、 の場合
を考えると、 となるから、 のときに が選択される。したがっ
て、このケースにおけるプリンシパルの最適反応曲線は、図 のようになる。
図 → 最適反応２
ケース
式の右辺の分子が すなわち、 の場合には、
となるが、これをさらに の三つのケースに分けて考
えよう。
ケース
まず、 の場合を考えると、
となるので、分母が正であることに注意すれば
に対するプリンシパルの の選択 ケース
図 → 最適反応３
となる。これを についてまとめると
となるが、 であることに注意すれば
となる。以上から、 式が成り立つ場合には、 のときに が選択
され、プリンシパルの最適反応曲線は図 のようになる。
ケース
次に、 の場合を考えると、同様な計算過程によって、
となる。したがって、 式が成り立つ場合には、 のときに が選択さ
れ、プリンシパルの最適反応曲線は図 のようになる。
に対するプリンシパルの の選択 ケース
図 → 最適反応４
ケース
図 → 最適反応５
の場合も同様に考えて、 が成り立つ場合には、
のときに が選択されることがわかる。したがって、プリンシパルの最適反応曲線は
図 のようになる。
に対するプリンシパルの の選択 ケース
ケース
再び 式の の係数に着目しよう。今度は、 すなわち
の場合を考える。このとき
となるから、やはり分子の符号で場合を分けて考えよう。
ケース
図 → 最適反応６
まず、 式の右辺の分子が すなわち、 の
場合、 式の右辺の分母が負であることに注意すれば となり、したがって、
のときに が選択されるから、 に対するプリンシパルの最適反
応曲線は、図 のようになる。
ケース
次に、 式の右辺の分子が すなわち、 の場合
に対するプリンシパルの の選択 ケース
図 → 最適反応７
には、 となり、 のときに が選択されるから、プリンシパルの
最適反応曲線は、図 となる。
ケース
そして、 式の右辺の分子が すなわち、 の場
合には、 となる。この場合にも、 、 、 となる三つの
ケースにわけて考察しよう。
ケース
図 → 最適反応８
に対するプリンシパルの の選択 ケース
はじめに の場合を考えると、
となるが、今度は分母が負であることに注意して分母をはらうと、
となる。これを についてまとめると
となる。これを変形して
を得る。以上から、 式が成り立つ場合には、 のときに が選択
される。したがって、 に対するプリンシパルの最適反応曲線は図 のようになる。
ケース
の場合は同様の計算過程で、
となる。したがって、 式が成り立つ場合には、 のときに が選択さ
れ、プリンシパルの最適反応曲線は図 となる。
ケース
の場合も同様で、 が成り立つ場合には、 の
に対するプリンシパルの の選択 ケース
図 → 最適反応９
図 → 最適反応１０
ときに が選択されることになり、プリンシパルの最適反応曲線は図 のように
なる。
付録
エイジェントによる の選択
プリンシパルが選択する を所与として、これにエイジェントがどのように反応するか
を調べることにしよう。エイジェントの期待効用 の に対する変化率が
のときに、 における の係数が正となるから、エイジェントは を選択する。
以下、この条件式を などの形で表現するために、 の係数の符号によって場合分
けを行う。
ケース
はじめに、 式の の係数が、 となる場合を考えよう。
この式を についてまとめると、 となるので、両辺を で
エイジェントによる の選択 ケース
割って が得られる。したがって、 の場合には、
のときにエイジェントによって が選択されることがわかる。ここで、分子の値は正
にも負にもなり得るから、さらに の値を特定化するために、分子の符号によって場合
を分けながら考察をすすめよう。
ケース
図 → 最適反応１
はじめに、 式の右辺の分子が すなわち、
の場合を考える。 式の右辺の分母が正だから、 となり、したがって、
のときにエイジェントによって が選択されることがわかる。このとき
のエイジェントの最適反応曲線を描くと、図 のようになる。
ケース
次に、 式の右辺の分子が すなわち、
の場合を考えると、この場合には となるから、 のときにエイジェント
式において の場合、 が有限値をとるためには すな
わち、 である必要がある。
エイジェントによる の選択 ケース
図 → 最適反応２
によって が選択される。したがって、 に対する彼の最適反応曲線は図 のよう
になる。
ケース
そして、 式の右辺の分子が すなわち、
の場合には、 となるが、 の値が となるケースに
細分化して考察をすすめることにしよう。
ケース
まず、 となる場合を考えると、
と書けるが、分母が正であることを考慮すると
すなわち、
と変形できる。これを などの形式で表現するために、さらなる場合分けを行うこ
とにする。
エイジェントによる の選択 ケース
図 → 最適反応３
ケース まず、 式の左辺の の係数に着目して、
すなわち、 の場合には、 式は
と変形できる。そして、このとき となるから、 のとき が選
択される。このとき、エイジェントの最適反応曲線は図 のようになる。
ケース 次に、 式の左辺の の係数が、 す
なわち、 の場合には、 式は と変形される。こ
のときも、 となるから、やはり のときにエイジェントは を
選択する。
ケース
の値による場合分けに戻って、次に、 となる場合を考える。この条件は
すなわち、 と書き換えることができる。このとき、
式において である場合、 式の右辺が有限値をとるためには、
すなわち、 である必要がある。
エイジェントによる の選択 ケース
図 → 最適反応４
に対して を選択することがエイジェントの最適反応となる。この様子をグラフで表
すと図 のようになる。
ケース
引き続き に関して、今度は となる場合を考えると、
と書けるが、分母が正であることを考慮すると
すなわち、
と変形できる。これを などの形式で表現するために、細分化して考察をすすめる。
ケース まず、 式の左辺の の係数に着目して、
すなわち、 の場合には、 式は と変形できる。こ
のとき となるから、 のとき が選択される。このときのエ
イジェントの最適反応曲線を描くと図 のようになる。
エイジェントによる の選択 ケース
図 → 最適反応５
ケース 次に、 式の左辺の の係数が、 す
なわち、 の場合には、 式は と変形される。こ
のときも、 となるから、 のときにエイジェントは を選択
することになる。
ケース
さて、 式の の係数の場合分けに戻ろう。今後は、 の
場合を考える。やはり、この式を についてまとめると とな
るので、両辺を で割って が得られる。したがって、
の場合には、
のときにエイジェントは を選択する。ここでもやはり、さらに の値を特定化す
る目的で、分子の符号によって場合分けをしながら考察をすすめる。
ケース
式の右辺の分子が すなわち、 の
エイジェントによる の選択 ケース
図 → 最適反応６
場合を考えると、 式の右辺の分母が今度は負だから、 となり、したがって、
のときに が選択される。このとき、エイジェントの最適反応曲線
は、図 のようになる。
ケース
図 → 最適反応７
式の右辺の分子が すなわち、 の場合
には、 となるから、 のときに が選択される。エイジェントの
最適反応曲線は図 となる。
エイジェントによる の選択 ケース
ケース
式の右辺の分子が すなわち、 の場合
には、 となるが、 の値が 、 、 の三つのケースにわ
けて考察する。
ケース
まず、 となる場合には、
と書けるが、分母が負であることを考慮して
すなわち、
となる。これを などの形式で表現するために、さらに場合分けを行う。
図 → 最適反応８
ケース まず、 式の左辺の の係数に着目して、
すなわち、 の場合には、 式は となる。このと
エイジェントによる の選択 ケース
き となるから、 のとき が選択される。最適反応曲線は図
となる。
ケース 次に、 式の左辺の の係数が、 す
なわち、 の場合には、 式は となる。このとき
となるから、やはり のときに が選択される。
ケース
図 → 最適反応９
の値による場合分けに戻って、次に、 となる場合を考える。この条件は
すなわち、 と変形できる。このとき、 に対して
を選択することがエイジェントの最適反応となり、その様子をグラフで表わしたも
のが図 である。
エイジェントによる の選択 ケース
ケース
引き続き に関して、 となる場合を考える。この条件は
と書けるが、今度は分母が負であることを考慮すると
すなわち、
となる。これを などの形式で表現するために、細分化して考察をすすめる。
図 → 最適反応１０
ケース まず、 式の左辺の の係数に着目して、
すなわち、 の場合には、 式は となる。このと
き となるから、 のとき が選択される。エイジェントの最
適反応曲線は図 のようになる。
ケース 次に、 式の左辺の の係数が、 す
なわち、 の場合には、 式は と変形される。こ
エイジェントによる の選択 ケース
のときも、 となるから、 のときにエイジェントは を選択
することになる。
付録
に対するプリンシパルの の
選択
エイジェントが選択する を所与として、これにプリンシパルがどのように反応するか
を調べることにする。プリンシパルの期待効用 の に対する変化率が
のときに がプリンシパルによって選択される。この条件を変形すると
となる。さらに、これを などの形式で表現するために場合分けを行おう。
ケース
式の左辺の の係数に着目しよう。まずは、 すな
わち、
の場合を考える。
に対するプリンシパルの の選択 ケース
ケース
式における の係数に着目して、 すなわち の場
合を考えると、 式は
となり、このとき、
において の の係数が正となるから、プリンシパルによって が選択される。
ケース
同様にして、 式における の係数に着目して、 すなわち
の場合には、 式は となるが、このときにも、
において の の係数が正となり、やはり が選択される。 式、すなわち
式右辺の分子の符号によって、さらに場合分けをしながら考察をすすめよう。
ケース およびケース
式あるいは 式の右辺の分子が、
の場合については、さらに次のように場合分けできる。
ケース およびケース
式の左辺の因数に関して かつ の場合、 式の右辺の分子が
負となるから、 となる。したがって、 のときに を選択
することがプリンシパルの最適反応となり、これをグラフで表したものが図 となる。
式において の場合、 式の右辺が有限値をとるためには である必要があ
る。また、 式において の場合、 が有限値をとるためには または
である必要がある。
に対するプリンシパルの の選択 ケース
図 → 最適反応１
ケース およびケース
式の左辺の因数に関して かつ の場合についても、 式の右
辺の分子が負となるから、上記と同じ理由によって、 のときに
を選択することがプリンシパルの最適反応となる。
ケース およびケース
式あるいは 式の右辺の分子が、 の場合については、次
のような場合分けができる。
ケース およびケース
図 → 最適反応２
に対するプリンシパルの の選択 ケース
式の左辺の因数に関して の場合、 式の右辺の分子がゼロとなるから、
となる。したがって、 のときに を選択することがプリンシパル
の最適反応となり、これをグラフで表すと図 のようになる。
ケース およびケース
式の左辺の因数に関して の場合についても、 式の右辺の分子が
ゼロとなるから、上記と同じ理由によって、 のときに を選択すること
がプリンシパルの最適反応となる。
ケース およびケース
式あるいは 式の右辺の分子が、
の場合については、さらに次のように場合分けできる。
ケース およびケース
式の左辺の因数に関して かつ の場合、 式の右辺の分子が
正となるから、 となる。
ケース およびケース
また、 式の左辺の因数に関して かつ の場合にも、 式の右
辺の分子が正となるから、 となる。これら となる両ケースに関して、
がそれぞれ の場合にわけて考察を続けよう。
ケース およびケース 、あるいは、ケース および
ケース
まず、 、すなわち の場合から考えよう。
分母が正であることに注意して整理すれば
となる。したがって、 式が成り立つ場合には において を選択す
ることがプリンシパルの最適反応となる。この様子をグラフで表せば図 のようになる。
に対するプリンシパルの の選択 ケース
図 → 最適反応３
ケース およびケース 、あるいは、ケース および
ケース
図 → 最適反応４
次に、 、すなわち の場合を考える。この
式を整理すれば
となる。したがって、 式が成り立つ場合には において を選択する
ことがプリンシパルの最適反応となる。この様子をグラフで表せば図 のようになる。
に対するプリンシパルの の選択 ケース
ケース およびケース 、あるいは、ケース および
ケース
図 → 最適反応５
そして、 、すなわち の場合には、分母が
正であることに注意して整理すれば
となる。したがって、 式が成り立つ場合には において を選
択することがプリンシパルの最適反応となる。この様子をグラフで表せば図 のように
なる。
ケース
式の左辺の の係数の場合分けに戻って考察を続けよう。
すなわち、
の場合を考える。
に対するプリンシパルの の選択 ケース
ケース
式における の係数に着目して、 すなわち の
場合を考えると、 式は となり、このとき、
において の の係数が正となるから、プリンシパルによって が選択される。
ケース
同様にして、 式における の係数に着目し、 すなわち
の場合には、 式は となるが、このときにも、
において の の係数が正となり、やはり が選択される。 式、すなわち
式右辺の分子の符号によって、さらに場合分けをしながら考察をすすめよう。
ケース およびケース
式あるいは 式の右辺の分子が、
の場合については、さらに次のように場合分けできる。
ケース およびケース
式の左辺の因数に関して かつ の場合、 式の右辺の分子
が負となるから、 となる。したがって、 のときに を選
択することがプリンシパルの最適反応となり、これをグラフで表したものが図 となる。
ケース およびケース
式の左辺の因数に関して かつ の場合についても、 式の
右辺の分子が負となるから、上記と同じ理由によって、 のときに
を選択することがプリンシパルの最適反応となる。
に対するプリンシパルの の選択 ケース
図 → 最適反応６
ケース およびケース
式あるいは 式の右辺の分子が、 の場合については、
次のような場合分けができる。
ケース およびケース
図 → 最適反応７
式の左辺の因数に関して の場合、 式の右辺の分子がゼロとなるから、
となる。したがって、 のときに を選択することがプリンシパル
の最適反応となり、これをグラフで表すと図 となる。
に対するプリンシパルの の選択 ケース
ケース およびケース
式の左辺の因数に関して の場合についても、 式の右辺の分子
がゼロとなるから、上記と同じ理由によって、 のときに を選択するこ
とがプリンシパルの最適反応となる。
ケース およびケース
式あるいは 式の右辺の分子が、
の場合については、さらに次のように場合分けできる。
ケース およびケース
式の左辺の因数に関して かつ の場合、 式の右辺の分子
が正となるから、 となる。
ケース およびケース
また、 式の左辺の因数に関して かつ の場合にも、 式
の右辺の分子が正となるから、 となる。これら となる両ケースに関して、
が 、 、 の場合にわけて考察を続けよう。
ケース およびケース 、あるいは、ケース および
ケース
まず、 、すなわち の場合から考えよう。
分母が負であることに注意して整理すれば
となる。したがって、 式が成り立つ場合には において を選
択することがプリンシパルの最適反応となる。この様子をグラフで表せば図 となる。
ケース およびケース 、あるいは、ケース および
ケース
に対するプリンシパルの の選択 ケース
図 → 最適反応８
図 → 最適反応９
次に、 、すなわち の場合を考える。この
式を整理すれば
となる。したがって、 式が成り立つ場合には において を選択す
ることがプリンシパルの最適反応となる。この様子をグラフで表せば図 となる。
ケース およびケース 、あるいは、ケース および
ケース
に対するプリンシパルの の選択 ケース
図 → 最適反応１０
そして、 、すなわち の場合には、分母が
負であることに注意して整理すれば
となる。したがって、 式が成り立つ場合には において を選
択することがプリンシパルの最適反応となる。この様子をグラフで表せば図 となる。
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（伊
藤秀史 林田修訳：経営戦略のゲーム理論－交渉・契約・入札の戦略分析 有斐閣 ）
（奧野正寛 伊藤秀史 今井晴雄 西村理 八木甫訳：組織の経済学
出版 ）
森村英典：確率・統計 朝倉書店
村田省三：経済のゲーム分析 牧野書店
永谷裕昭：経済数学 有斐閣
中山幹夫：はじめてのゲーム理論 有斐閣
西村清彦：経済学のための最適化理論入門 東京大学出版会
岡部孝好：会計情報システム選択論 中央経済社
岡田章：ゲーム理論 有斐閣
（細江守紀 村田省
三 有定愛展訳：ゲームと情報の経済分析 九州大学出版会 ）
佐藤紘光：相対業績評価－管理可能性を超えて－ 産業経理
参考文献 参考文献
佐藤紘光：業績管理会計 新世社
佐藤紘光：業績評価システムの有効性比較－競争対協調 企業会計
篠崎寿夫他：工学者のための変分学入門 現代工学社
（稲葉
元吉 倉井武夫共訳：意思決定の科学 産業能率大学出版部 ）
鈴木孝則：モニタリングによる組織のパフォーマンス管理 日本管理会計学会第八回
全国大会研究報告要旨集 慶應義塾大学
鈴木孝則：モニタリング技術に対する期待ギャップ 日本管理会計学会第九回全国大会
研究報告要旨集 福岡大学
鈴木孝則：モニタリングと情報システム 日本管理会計学会 年度全国大会研究報
告要旨集 上智大学
鈴木孝則：モニタリングによる動機付け 管理会計学 第 巻 第 ・ 号
鈴木孝則：動機付けにおけるモニタリング技術の意義 管理会計学 第 巻 第 号
鈴木孝則：情報技術と生産技術 日本管理会計学会 年度全国大会研究報告要旨集
東北大学
鈴木孝則：業績シグナルによるエイジェントの動機付け 日本経営システム学会誌 第
巻 第 号
参考文献 参考文献
鳥羽至英：実態監査理論序説－「業務」概念との訣別－ ジャーナル 月号
鳥羽至英：実態監査理論序説－実態監査の理論的構造－ 会計 月号
鳥羽至英：財務諸表監査の基礎理論 国元書房
鳥羽至英 秋月信二：監査の理論的考え方 森山書店
辻正雄：差異調査決定に関するエイジェンシー・アプローチ 産業経理
吉田和男：経済学に最低限必要な数学－直観による理解－ 日本評論社
以上
